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以上のような背景から，本研究では次の 2 つを課題とした。第 1 は，近現代東部内モ
ンゴルにおける土地利用方式の転換をもたらした要因の解明である。第 2 は，近現代東
部内モンゴルにおける土地利用方式の転換がもたらした影響の考察である。 







































































































































































































































あたりに 3 つの盟（図 1-2 参照）を設けた。このうち，通遼市と興安盟の前身に当たる
のは哲里木（ジリム）盟であるが，清朝時代の哲里木盟の版図の東半は現在，黒龍江省，
吉林省，遼寧省に分属する。周清澎主編（1993，p.159）によれば，1636 年の哲里木盟
は，東経 120～126 度，北緯 42 度 30 分～47 度に位置し，現在の興安盟，通遼市，黒龍
江省の大慶市，チチハル市，綏化市，吉林省の白城市，松原市，長春市，四平市，遼寧
省の瀋陽市，鉄嶺市，阜新市の全部あるいは一部を含んでいた。哲里木盟地名委員会編
（1990，p.1）によれば，現在の通遼市は，東経 119 度 15 分～123 度 43 分，北緯 42 度




























第 1 節 内モンゴル自治区の農業概況 
 






寧省，吉林省，黒龍江省にそれぞれ隣接する。総面積は 118 万 3,000 平方㌔であり，
中華人民共和国全体の 12.3％（表 2-5 参照）を占める。 
表 2-1 には，1953 年から 2013 年までの 10 年ごとの内モンゴル全体の GDP およびそ
れに占める第 1 次産業，第 2 次産業，第 3 次産業の割合を示した。 
内モンゴルの第 1 次産業が GDP に占める割合は，1953 年に 67.1％であったが，順
次低下していき，2013 年には 9.5％まで縮小した。2013 年の中華人民共和国全体の
GDP は 56 兆 8,845 億元であり，そのうち第 1 次産業の GDP は 5 兆 6,957 億元であ
り，GDP に占める第 1 次産業の割合は 10.0％である（中国統計年鑑 2014，p.50）。同
年の内モンゴルの GDP に占める第 1 次産業の割合は，全国平均をやや下回っている。
また，第 1 次産業の GDP に占める割合は低下しているが，第 1 次産業 GDP は増加し
ている。 
他方，第 2 次産業の GDP に占める割合は，1953 年に 14.5％であったが，2013 年に
は 54.0％を占めるようになり，同年の全国のその割合の 43.9％を上回った。同様に第
3 次産業の GDP に占める割合は，1953 年に 18.4％であったが，それが 2013 年には
36.5％を占めるようになり，同年の全国のその割合の 44.1％を下回った（中国統計年
鑑 2014，p.51）。なお，1953 年を除けば，2003 年のみ第 2 次産業の GDP に占める割合
が第 3 次産業のそれを下回っている。 
内モンゴルのこのような第 1 次産業の縮小および第 2 次産業と第 3 次産業の拡大
は，中華人民共和国全体の動きと同様であるのみならず，ペティ=クラークの法則と一
致しているといえよう。 






図 2-1 総就業者数と第 1 次産業就業者数およびその割合 




（億元） （元） 　（億元） 第1次産業 第2次産業 第3次産業 （％）
1953 15.6 211 10.4 67.1 14.5 18.4 345.3 302.6 87.6
1963 29.0 243 12.7 43.8 34.1 22.1 476.8 379.7 79.6
1973 44.1 269 16.2 36.8 41.2 22.0 607.5 441.6 72.7
1983 105.9 535 35.9 33.9 39.6 26.5 798.8 515.8 64.6
1993 537.8 2,423 150.0 27.9 37.8 34.3 1,008.2 535.4 53.1
2003 2,388.4 10,015 420.1 17.6 40.5 41.9 1,005.2 548.7 54.6
















図 2-1 によれば，内モンゴルの総就業者数および第 1 次産業就業者数をみると両方と




和国全体の第 1 次産業就業者数は，2003 年の 3 億 6,204 万人が 2013 年には 2 億 4,171
万人と 1 億 2,033 万人（33.2％）も減少している。2013 年の全国の就業者総数に占める
第 1 次産業就業者の割合は 31.4％（中国統計年鑑 2014，p.91）で，内モンゴルの 41.3％
より 10 ポイント以上低い。 





景により，内モンゴルの第 1 次産業の就業者数は減少に至っていないと思われる。 
内モンゴルの 1953 年の 1 人当たり GDP は 211 元であったが，それが 1983 年になる
と 535 元，1993 年には 2,423 元，2003 年には 1 万 15 元，2013 年には 6 万 7,498 元ま
で増大した。1983 年の全国の 1 人当たり GDP は 583 元，1993 年には 2,998 元，2003
年には 1 万 542 元であり，内モンゴルの 1 人当たり GDP は全国平均より高い水準であ
った。2013 年の全国の 1 人当たり GDP は 4 万 1,908 元（中国統計年鑑 2014，p.51）で
あり，内モンゴルのそれが 6 万 7,498 元となり，初めて全国平均を上回った。 
表 2-2 には，内モンゴルの 1990～2012 年における耕種農業，林業，牧畜業，漁業の
生産額の割合を示した。耕種農業の生産額は 1990 年に 65.7％を占めていたが，2012
年には 47.8％まで低下している。それと対照的であるのは牧畜業の生産額であり 1990











油の生産量は，1978 年に 12 万 5,000 トンであったが，それが 1995 年に 70 万 2,000 ト
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ンとなり，その後も増加し，2012 年には 145 万 1,000 トンとなった。てんさいの生産
量は，1978 年に 43 万 1,000 トンであったが，1995 年には 263 万 5,000 トンまで急激に
増加した。その後減少に転じるが，それでも 2005 年には 138 万 3,000 トンであった。
その後再び増加し，2012 年には 167 万 9,000 トンとなった。 
造林面積は 1978 年に 29 万 8,000 ヘクタールであり，その後 2005 年の 38 万 4,000 ヘ
クタールを除けば，順次増大している。2012 年の造林面積は 78 万 2,000 ヘクタールで
ある。 







年 耕種農業 林業 牧畜業 漁業 サービス業
1990 65.7 4.0 29.6 0.7 0.0
1995 62.0 3.2 34.0 0.8 0.0
2000 56.8 4.3 37.8 1.1 0.0
2005 48.3 4.1 45.4 0.7 1.50
2010 48.8 4.2 44.6 0.9 1.50







1978年 499.0 12.5 43.1 1.5 4,162.3 697.5 604.3 29.8
1995年 1,055.4 70.2 263.5 4.8 81.9 48.6 6.0 3,144.0 6,065.7 783.8 979.4 40.3
2000年 1,241.9 116.4 141.3 7.2 143.4 79.8 6.9 3,815.0 7,300.5 803.3 1,090.9 58.9
2005年 1,662.2 122.2 138.3 8.3 229.9 691.1 10.5 6,646.0 10,615.3 934.2 968.1 38.4
2010年 2,185.2 128.1 161.0 11.4 238.7 905.2 12.0 8,104.0 10,798.5 1,140.1 1,250.5 65.5

























表 2-5 には，2012 年の内モンゴルの農業生産額などが全国に占める割合を示した。 
2012 年の内モンゴルの GDP は，全国 GDP の 3.1％を占めた。内モンゴルの第 1 次産
業の GDP は，全国の第 1 次産業 GDP の 2.8％を占めた。内モンゴルの 2012 年の総人
口は 2,487 万 9,000 人であり，全国の 1.8％を占める。そのうち，農業人口（農村戸籍
者）は 1,464 万 5,300 人であり，非農業人口（都市戸籍者）は 1,025 万 3,200 人である
（『内蒙古統計年鑑 2013』，p.120）。 
なお，2008 年の内モンゴルの耕地面積は 714 万 7,300 ヘクタールであり，それが全国
耕地面積 1 億 2,172 万ヘクタールの約 5.9％ を占めた（『中国農業年鑑 2013』，p.188）。 
内モンゴルの耕種農業生産額は 1,172 億元であり，全国のそれの 2.5％を占める。同
単位 内モンゴル 遼寧省 吉林省 黒龍江省
（万平方㌔） 118.3 14.8 18.7 45.3
（万人） 2,489.9 4,244.8 2,750.4 3,834.0
2,528.5 2,070.5 3,343.0 5,761.3
145.1 120.9 80.7 22.5
167.9 5.4 20.9 273.1
930.7 130.2 49.8 565.0
245.8 418.7 260.0 216.2
豚肉 73.9 230.2 132.7 128.4
牛肉 51.2 43.2 45.0 39.7












項目 単位 全国 内モンゴル
土地面積 （万平方㌔） 960.0 118.3
耕地面積 （万ヘクタール） 12,171.6 714.7
年末人口 （万人） 135,404.0 2,489.9
GDP 519,470.0 15,880.6


























様に林業生産額は 97 億 8,000 万元であり，全国のそれの 2.8％を占める。牧畜業の生産
額は 1,118 億 8,000 万元であり，耕種農業の生産額とほぼ同額であるが，全国のそれに
占める割合が 4.1％であり，耕種農業の 2.5％を上回る。漁業の生産額は 26 億 1,000 万
元であり，全国のそれのわずか 0.3％しか占めない。 
表 2-6 には，内モンゴルの農業における 1 人当たりの平均生産量などを示した。内モ
ンゴルの人口 1 人当たり平均耕地面積は 1990 年に 0.23 ヘクタールであったが，2000 年
には 0.31 ヘクタール，2010 年には 0.30 ヘクタール，2012 年には 0.29 ヘクタールとな
った。農業就業者 1 人当たりの耕地面積は，1990 年に 1.06 ヘクタールであったが，2005
年には 1.65 ヘクタール，2010 年には 1.59 ヘクタール，2012 年には 1.32 ヘクタールと
なった。 
耕地 1 ヘクタール当たりの生産額をみると，1990 年に 2,077 元であったが，1995 年
には 4,210 元まで増加した。2005 年には 6,443 元まで増加し，2010 年には 1 万 2,595 元，
2012 年には 1 万 6,398 元となった。耕地 1 ヘクタール当たりの化学肥料使用量は，1990
年に 70 ㌔であったが，それが 1995 年には 98 ㌔，2000 年には 102 ㌔，2005 年には 159
㌔，2010 年には 248 ㌔，2012 年には 264 ㌔まで増加している。 
農業就業者 1 人当たり食糧生産量は，1990 年に 2,070 ㌔であり，2000 年代初頭まで
大きな変化がみられなかった。それが 2005 年には 3,719 ㌔まで増加し，2010 年には
4,813 ㌔，2012 年には 5,541 ㌔まで増加している。 
食用植物油の農業就業者 1 人当たり平均生産量も 1990 年から 2012 年まで順次増加
をみせている。てんさいの農業就業者 1 人当たり平均生産量は 1990 年に 503 ㌔であっ
たが，1995 年に 525 ㌔まで増大し，2000 年には 269 ㌔まで減少し，その後は増加傾向
をみせており，2012 年には 368 ㌔となった。肉類の農業就業者 1 人当たり平均生産量
は，1990 年から 2012 年まで順次増加しており，2012 年には 539 ㌔となった。 
 
 
単位 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2012年
0.23 0.24 0.31 0.31 0.30 0.29
農業就業者1人当たり耕地面積 1.06 1.10 1.39 1.65 1.59 1.32
（万人） 2,145.7 2,284.4 2,375.5 2,403.1 2,470.6 2,472.2
耕地1ha当たり生産額 (元) 2,077 4,210 4,214 6,443 12,595 16,398
耕地1ha当たり化学肥料使用量 70 98 102 159 248 264
食糧 2,070 2,105 2,366 3,719 4,813 5,541
食用植物油 148 140 222 273 286 318
てんさい 503 525 269 309 359 368














小麦 トウモロコシ 稲 アワ ソバ キビ 大豆
1947 396.7 347.9 318.9 22.6 19.1 0.8 61.0 32.0 42.0 15.1 n.a. 14.7
1948 417.0 372.7 337.2 25.0 20.1 0.9 63.8 33.1 46.0 16.2 n.a. 14.9
1949 433.1 389.6 352.8 26.7 22.4 1.4 65.7 35.3 46.7 16.6 n.a. 16.5
1950 472.6 423.8 388.8 29.6 24.7 2.0 73.3 40.3 49.3 17.1 n.a. 11.7
1951 506.3 469.7 416.0 33.9 19.1 1.6 73.5 52.7 56.5 21.8 n.a. 11.1
1952 517.4 494.9 436.0 43.9 22.9 1.5 79.8 60.8 71.5 22.1 n.a. 15.8
1953 531.9 477.6 428.7 47.6 24.4 0.8 77.0 62.0 69.1 21.1 n.a. 21.7
1954 531.6 484.9 437.8 58.0 26.4 1.0 73.3 60.4 70.4 20.6 n.a. 22.7
1955 542.3 488.6 435.8 60.2 31.9 1.4 71.9 64.7 68.8 19.8 n.a. 26.9
1956 569.9 531.0 472.9 60.1 50.6 2.9 88.7 59.6 71.9 21.9 n.a. 24.2
1957 571.5 527.9 463.2 64.0 36.2 4.0 84.7 84.2 68.1 22.4 n.a. 26.8
1958 555.3 505.5 445.2 57.9 57.6 8.9 81.8 55.5 48.1 39.4 n.a. 21.2
1959 539.3 487.0 414.2 59.7 35.1 8.9 68.2 61.4 53.6 27.1 n.a. 20.5
1960 602.0 575.0 486.2 73.7 52.2 8.9 79.1 63.2 66.6 29.6 n.a. 23.0
1961 609.7 580.0 503.1 80.8 48.7 6.3 73.0 67.8 73.2 31.2 n.a. 23.1
1962 586.7 544.6 484.7 67.1 50.1 3.9 79.7 69.7 68.8 26.7 n.a. 23.5
1963 554.2 526.1 471.6 67.1 45.0 3.5 76.8 70.7 66.0 27.1 n.a. n.a.
1964 561.4 534.2 478.4 71.4 47.7 3.4 83.1 71.3 63.4 26.0 n.a. 26.6
1965 561.5 528.1 470.9 72.5 50.1 1.8 85.3 66.3 63.9 24.2 n.a. 24.4
1966 548.0 510.1 449.4 71.4 66.4 1.6 80.3 62.2 55.9 32.2 n.a. 21.7
1967 540.3 510.2 448.5 74.1 62.3 n.a. 82.2 63.3 52.4 24.4 n.a. n.a.
1968 531.2 497.1 443.4 72.3 56.2 n.a. 78.1 61.7 55.1 23.7 n.a. n.a.
1969 534.3 499.3 445.7 78.3 53.3 n.a. 81.1 64.2 45.7 22.5 n.a. n.a.
1970 545.0 508.4 453.5 84.8 52.4 n.a. 82.1 65.2 53.7 21.8 n.a. n.a.
1971 544.1 503.5 451.0 85.7 63.5 n.a. 79.7 58.7 50.3 22.9 n.a. n.a.
1972 542.7 499.8 444.1 83.8 61.6 n.a. 72.3 54.8 53.1 23.6 n.a. n.a.
1973 541.2 498.9 444.0 86.9 59.7 n.a. 78.0 50.5 51.1 25.6 n.a. n.a.
1974 537.7 496.3 436.1 87.0 66.5 n.a. 74.7 48.6 45.0 25.6 n.a. n.a.
1975 534.1 490.9 429.0 92.1 70.9 n.a. 68.5 47.3 40.3 26.9 n.a. n.a.
1976 526.7 480.7 410.1 105.5 70.7 n.a. 57.2 39.1 34.7 25.3 n.a. n.a.
1977 525.1 478.1 406.5 108.4 65.2 n.a. 55.9 40.4 31.2 26.6 n.a. n.a.
1978 532.6 482.4 409.4 108.6 66.8 n.a. 56.7 38.6 29.6 29.2 n.a. n.a.
1979 534.7 488.1 404.2 95.2 67.0 1.6 56.4 45.4 37.6 27.7 n.a. 18.3
1980 525.2 479.7 388.2 95.7 65.3 1.5 50.2 47.4 36.0 25.2 n.a. 17.1
1981 518.6 466.2 385.4 90.3 59.2 1.6 53.4 43.8 41.5 23.2 n.a. 19.4
1982 510.9 464.1 384.3 87.8 50.5 1.6 57.0 44.4 39.7 24.3 n.a. 23.9
1983 506.5 463.1 383.7 91.1 49.4 1.7 55.9 45.0 38.2 25.4 n.a. 21.9
1984 500.6 463.1 376.2 93.2 46.4 1.8 51.9 41.4 40.9 24.6 n.a. 19.3
1985 493.0 454.9 342.2 92.7 43.4 2.4 46.3 36.5 31.1 22.7 n.a. 21.9
1986 489.5 455.6 358.1 93.7 54.8 2.7 41.4 34.0 32.4 22.5 n.a. 26.4
1987 485.1 447.4 355.7 92.1 66.0 2.8 38.7 33.8 26.8 22.9 n.a. 27.5
1988 487.1 455.9 363.6 97.4 66.9 3.5 38.5 28.9 26.8 25.3 n.a. 31.1
1989 491.2 457.6 372.1 100.8 69.6 5.3 37.4 26.8 13.0 24.7 n.a. 31.8
1990 496.6 472.2 387.5 115.4 77.4 7.9 35.7 26.5 11.7 24.6 n.a. 30.1
1991 500.5 476.8 387.9 119.2 81.2 8.8 33.4 25.2 11.0 23.9 n.a. 30.1
1992 508.1 485.4 392.5 133.4 77.5 9.4 28.5 18.7 9.8 25.0 48.7 35.6
1993 517.1 486.8 398.7 118.9 76.2 7.3 25.8 17.2 7.9 26.3 78.7 57.1
1994 531.0 492.5 402.7 103.4 83.7 6.8 23.3 16.9 8.5 25.3 85.3 60.4
1995 549.1 507.9 414.3 101.7 99.2 7.9 23.7 13.7 8.2 35.5 77.9 55.7
1996 592.4 529.1 442.4 109.4 111.6 9.0 25.2 13.0 17.1 41.6 77.6 55.5
1997 746.3 583.8 490.6 116.5 127.9 12.2 25.7 11.3 20.7 46.4 105.2 75.8
1998 722.4 602.7 503.1 109.3 147.1 11.8 22.4 10.2 14.9 50.1 112.5 77.1
1999 752.4 607.7 495.1 93.8 157.2 11.7 20.7 9.3 12.4 58.2 106.0 73.7
2000 731.7 591.4 443.6 61.7 129.8 11.8 16.4 6.2 12.8 65.0 113.7 79.4
2001 709.1 570.7 438.3 51.6 151.9 8.6 17.6 3.3 11.5 56.7 117.9 75.5
2002 709.1 588.7 434.3 46.5 156.2 9.0 17.7 4.5 10.0 58.0 104.6 59.6
2003 686.3 574.9 405.1 31.8 159.1 6.7 14.2 4.4 8.1 53.6 108.2 69.7
2004 711.5 592.4 418.1 41.9 167.6 8.1 12.6 3.8 7.4 52.8 107.0 75.3
2005 735.5 621.6 437.4 46.1 180.6 8.4 12.5 3.9 6.1 56.2 107.7 79.7
2006 713.3 659.0 493.7 48.4 191.6 9.1 14.3 5.0 6.9 59.5 131.8 79.3
2007 714.8 676.2 510.2 56.8 201.2 10.8 13.7 6.4 6.8 62.2 117.6 74.7
2008 714.9 686.1 525.4 45.2 234.0 9.8 14.4 5.8 5.5 69.9 103.7 66.8
2009 714.9 692.8 542.4 52.8 245.1 10.2 15.0 5.0 4.8 66.7 112.5 84.0
2010 714.9 700.3 549.9 56.6 248.6 9.2 17.4 4.2 4.3 69.1 110.0 81.2
2011 714.9 711.0 556.2 56.8 267.0 9.0 13.7 4.0 4.0 72.0 102.3 68.8
2012 n.a. 715.4 558.9 61.0 283.4 8.9 14.2 6.2 3.1 68.1 84.0 61.7
















ヒマワリ ゴマ ナタネ サイレージ
1947 20.4 18.7 n.a. 7.8 2.3 n.a. 0.2 0.8 2.3 n.a. 38.6 n.a. n.a.
1948 27.1 25.0 n.a. 8.5 2.4 n.a. 0.2 1.0 4.7 n.a. 8.4 n.a. n.a.
1949 28.0 25.8 n.a. 9.2 1.9 n.a. 0.2 1.0 5.0 n.a. 8.8 n.a. n.a.
1950 28.3 25.0 n.a. 9.4 3.4 n.a. 0.1 0.8 3.7 n.a. 6.6 n.a. 0.5
1951 46.2 36.4 n.a. 14.3 5.0 n.a. 0.2 0.9 4.2 n.a. 7.5 n.a. 1.7
1952 49.7 46.6 n.a. 17.7 6.9 n.a. 0.2 1.5 5.1 n.a. 9.3 n.a. 4.4
1953 40.5 38.4 n.a. 17.2 6.0 n.a. 0.2 1.2 4.7 n.a. 8.3 n.a. 3.7
1954 36.7 34.9 n.a. 17.3 4.8 n.a. 0.2 0.9 5.6 n.a. 10.4 n.a. 3.9
1955 41.9 39.6 n.a. 21.5 4.8 0.8 0.3 0.9 6.0 n.a. 11.0 n.a. 3.7
1956 42.8 39.8 n.a. 21.6 5.6 1.0 0.3 0.9 6.3 n.a. 15.3 n.a. 13.0
1957 48.6 43.1 n.a. 22.7 5.4 1.4 0.3 1.7 6.6 n.a. 16.1 n.a. 8.3
1958 40.9 35.9 n.a. 18.9 4.6 1.6 0.3 1.6 7.4 n.a. 19.4 n.a. 37.1
1959 56.6 48.6 n.a. 23.8 5.8 2.4 0.4 2.1 8.8 n.a. 16.1 n.a. 31.9
1960 56.1 48.1 n.a. 21.8 8.1 3.7 0.3 2.0 15.2 n.a. 32.7 n.a. 39.1
1961 43.8 38.3 n.a. 16.6 7.3 1.9 0.5 1.9 19.1 n.a. 33.1 n.a. 7.4
1962 39.0 34.4 n.a. 14.3 6.3 0.7 0.5 2.1 12.2 n.a. 20.8 n.a. 4.7
1963 36.4 31.8 n.a. 14.9 4.5 0.8 0.4 2.1 9.5 n.a. 18.1 n.a. 5.2
1964 39.5 33.5 n.a. 14.8 5.1 1.5 0.4 1.9 8.1 n.a. 16.3 n.a. 15.9
1965 37.9 31.4 n.a. 14.7 4.7 1.9 0.3 1.8 7.9 n.a. 19.3 n.a. 20.0
1966 33.7 27.8 n.a. 13.1 4.1 2.2 0.3 1.6 8.2 n.a. 26.9 n.a. 16.3
1967 35.9 28.9 n.a. n.a. n.a. 2.8 n.a. n.a. n.a. n.a. 25.8 n.a. 15.6
1968 34.0 27.4 n.a. n.a. n.a. 2.8 n.a. n.a. n.a. n.a. 19.7 n.a. 11.1
1969 35.7 38.3 n.a. n.a. n.a. 3.1 n.a. n.a. n.a. n.a. 17.9 n.a. 9.6
1970 35.3 28.9 n.a. n.a. n.a. 2.9 n.a. n.a. n.a. n.a. 19.6 n.a. 11.7
1971 32.2 26.7 n.a. n.a. n.a. 2.4 n.a. n.a. n.a. n.a. 20.3 n.a. 16.3
1972 33.9 27.2 n.a. n.a. n.a. 3.6 n.a. n.a. n.a. n.a. 21.8 n.a. 16.2
1973 35.5 27.2 n.a. n.a. n.a. 4.6 n.a. n.a. n.a. n.a. 22.4 n.a. 18.8
1974 36.4 28.4 n.a. n.a. n.a. 4.1 n.a. n.a. n.a. n.a. 23.8 n.a. 20.6
1975 37.3 28.8 n.a. n.a. n.a. 4.7 n.a. n.a. n.a. n.a. 24.2 n.a. 23.7
1976 42.9 32.4 n.a. n.a. n.a. 5.7 n.a. n.a. n.a. n.a. 27.7 n.a. 26.2
1977 44.7 34.2 n.a. n.a. n.a. 5.3 n.a. n.a. n.a. n.a. 26.9 n.a. 34.5
1978 44.9 34.8 n.a. n.a. n.a. 4.8 n.a. n.a. n.a. n.a. 28.1 n.a. 29.8
1979 52.8 41.9 5.7 19.1 7.1 4.5 0.4 1.6 8.9 2.0 31.1 15.3 30.5
1980 61.1 52.0 16.3 18.9 7.9 5.6 0.3 1.2 8.5 1.4 30.4 14.0 29.8
1981 55.6 46.9 14.3 14.6 8.1 5.7 0.4 0.9 7.3 1.6 25.2 10.4 38.1
1982 58.2 49.3 15.0 16.4 7.8 6.1 0.5 0.4 6.8 1.5 21.6 9.7 51.7
1983 58.5 49.0 15.4 16.3 6.8 6.1 0.2 0.3 6.7 1.3 20.9 9.6 60.9
1984 63.9 54.3 21.5 15.4 6.9 6.1 0.2 0.2 6.1 1.7 23.0 11.8 69.9
1985 91.4 76.6 30.1 18.3 8.8 10.0 0.4 0.3 5.8 2.0 21.4 11.4 70.4
1986 71.6 60.4 25.8 15.6 6.7 7.5 0.4 0.3 5.7 2.0 26.0 14.4 22.6
1987 64.3 54.6 22.3 16.6 6.6 7.5 0.3 0.1 6.4 1.6 27.4 16.7 24.8
1988 66.8 53.7 19.0 17.4 7.3 10.3 0.5 0.1 6.1 1.7 25.6 14.6 26.6
1989 61.9 51.1 17.7 16.4 4.9 8.2 0.7 0.1 6.3 1.2 23.6 13.0 23.7
1990 62.6 51.8 17.2 16.8 6.0 9.5 0.5 0.3 6.4 0.9 22.2 12.4 29.8
1991 68.9 55.1 19.7 17.2 7.5 11.9 0.7 0.4 5.9 0.9 20.1 11.2 41.1
1992 72.4 58.2 22.6 16.9 9.1 10.8 0.4 0.5 7.8 1.5 20.5 9.8 51.8
1993 67.3 50.3 18.3 15.2 7.9 10.9 0.4 0.1 8.2 1.5 20.9 9.5 39.7
1994 66.3 53.1 20.7 15.2 10.8 11.8 0.2 0.4 7.1 1.3 23.5 10.6 37.2
1995 71.3 55.7 20.7 15.1 13.5 14.0 3.0 0.8 1.3 1.3 9.9 n.a. 40.3
1996 64.9 50.6 18.9 14.6 11.8 12.7 0.8 0.4 8.8 1.5 21.8 8.4 43.6
1997 78.8 49.9 21.6 13.5 11.7 12.6 1.6 0.4 11.8 1.8 14.4 9.8 46.4
1998 84.3 56.7 27.1 11.5 15.6 11.7 0.6 0.3 11.5 2.6 15.3 9.3 47.8
1999 97.2 68.0 35.1 10.5 17.5 6.6 0.7 0.6 16.4 4.1 15.4 9.0 53.4
2000 122.9 87.9 36.3 10.1 29.5 5.9 0.8 0.1 20.9 4.8 25.0 13.1 59.0
2001 92.4 60.8 32.0 3.8 19.9 5.8 0.6 0.3 18.2 3.5 40.0 33.3 73.2
2002 104.0 68.9 34.5 7.6 22.5 7.1 0.5 0.4 20.8 3.6 50.4 43.8 90.7
2003 103.6 72.3 32.8 6.8 28.0 3.7 0.7 0.5 19.2 3.8 66.2 56.5 83.6
2004 100.0 67.1 29.5 5.9 27.8 3.6 0.6 0.8 20.4 3.5 74.3 65.5 63.1
2005 104.0 69.5 35.6 5.6 25.6 3.8 0.8 1.0 22.1 3.9 80.2 72.2 38.4
2006 87.8 59.2 25.7 4.9 23.0 3.0 0.4 0.7 17.2 5.3 77.5 62.4 48.0
2007 85.7 53.3 26.3 3.8 15.2 3.0 0.3 0.4 21.8 4.7 80.3 60.1 59.0
2008 110.6 70.5 40.8 4.8 22.1 4.9 0.5 0.3 26.0 5.3 50.1 39.0 71.9
2009 109.0 70.2 40.2 4.9 21.9 3.3 0.4 0.1 26.9 5.3 41.4 31.9 86.2
2010 108.8 69.4 39.5 4.8 22.3 3.7 0.4 n.a. 26.4 6.3 41.6 31.0 62.5
2011 112.8 71.7 41.2 5.6 21.9 3.9 0.4 n.a. 27.1 6.6 42.0 22.5 73.2
2012 156.5 76.5 39.9 5.9 27.1 4.4 0.4 n.a. 28.8 6.3 37.2 23.1 78.2























表 2-7（1）と図 2-2 に示したように，内モンゴルが中華人民共和国の版図に取り込まれ
た後，総耕地面積は，1947～1957 年，1960～1961 年，1991～1997 年，2013 年という四
回の大増加期がある。 
第一に，1947 年に 396 万 7,000 ヘクタールであったが，1957 年まで右肩上がりに増
加し，1957 年には 571 万 5,000 ヘクタールに達した。その後，減少に転じ，1959 年に
は 539 万 3,000 ヘクタールとなった。増加の要因は，1955 年に実施された「移民政策」
の影響が大きいと考えられる。 




第三に，1991 年から増加に転じ，とくに 1996～1997 年にかけて急増した。1997 年の
総耕地面積は 746 万 3,000 ヘクタールとなった。その後，2003 年の 686 万 3,000 ヘクタ





第四に，2012 年の総耕地面積は取れないが，2013 年の総耕地面積は 912 万 2,000 ヘ
クタールに達した。 
総作付面積と食糧作付面積の動向は，総耕地面積の変動と大雑把に平行している。総
作付面積は 1961 年に 580 万ヘクタールまで増加し，その後右肩下がりに減少した。1980
年代以降，再び増加傾向に転じ，1999 年には 607 万 7,000 ヘクタールとなった。その
後，2000 年代初頭まで増減を繰り返し，2000 年代初頭以降，急激に増大し，2013 年に







 内モンゴルの食糧生産量は，1949 年に 212 万 5,000 トンであった。1952 年に 348 万
5,000 トンまで増加した。1957 年には 302 万 5,000 トンまで減少するものの，その後，
1980 年を除けば，1998 年まで右肩上がりに増加しており，1992 年には初めて，1000 万
トンと超える生産量となり，その年の生産量は 1,046 万 8,000 トンとなった。1999～2003
年まで，大雑把にいえば 1,200～1,600 万トンの間に増減を繰り返している。その後，
2009 年を除けば，右肩上がりに増加しており，2008 年には 2,131 万 3,000 トン，2013 年
には 2,773 万トンまで増加した。 
 食糧生産量に占める食糧作物の割合の変動が大きいのは，作付面積と同様にトウモロ
コシと雑穀（アワ，ソバ，キビを含む）である。トウモロコシ生産量が食糧生産量に占
める割合は，1949 年に 11.3％であったが，2013 年に 74.6％まで激増した。それと対照
的であるのは，雑穀であり，雑穀のその割合は，1949 年に 38.3％であったが，2013 年
には 1.3％まで激減している。 
 油糧（食糧植物油）の生産量は，1949～1998 年まで 100 万トンを上回ることがなく，
1999 年に 100 万 9,000 トンとなり，2001 年と 2007 年を除けば，2013 年まで 100 万を下
回ることがなっかった。2013 年の生産量は 158 万 1,000 トンに達した。てんさいの生産
量の変動は大きく，1996 年にピークの 320 万 7,000 トンに達した。2013 年の生産量は
181 万 4,000 トンである。野菜類の生産量は，「改革・開放」後，とくに 2000 年代初頭
以降，急激に増加しており，2013 年には 1,421 万 1,000 トンに達した。瓜類の生産量は，
1949～1998 年（1994 年を除く）まで，100 万トンに上回ることがなく，1999～2009（2008






小麦 トウモロコシ 稲 アワ ソバ キビ 大豆
1949 212.5 13.0 24.0 2.0 43.5 18.6 19.2 18.1 n.a. 8.0
1952 348.5 25.5 28.5 2.5 72.0 33.0 42.7 42.9 n.a. 12.2
1957 302.5 52.5 34.5 4.2 51.0 32.7 33.8 29.2 n.a. 14.6
1965 382.0 59.5 81.0 2.8 64.0 35.9 34.6 22.2 n.a. 16.0
1970 469.5 66.0 101.0 n.a. 95.0 46.5 42.0 25.0 n.a. n.a.
1975 519.5 93.5 157.0 n.a. 71.5 34.0 36.0 37.5 n.a. n.a.
1978 499.0 88.0 173.5 3.6 60.0 25.0 26.5 42.0 n.a. n.a.
1980 396.5 82.7 139.2 4.1 39.7 21.3 19.0 30.0 n.a. 12.4
1981 510.0 99.8 142.6 4.0 59.9 37.8 36.3 37.6 n.a. 19.3
1982 530.0 126.7 105.9 4.7 71.2 37.2 23.3 41.6 n.a. 24.3
1983 560.2 120.9 142.9 4.2 79.2 20.9 26.4 41.9 n.a. 24.3
1984 594.4 144.2 148.3 6.0 73.6 32.5 26.4 49.9 n.a. 24.3
1985 604.1 148.5 159.8 7.8 78.6 28.6 18.1 48.2 n.a. 28.8
1986 528.5 130.8 192.7 8.3 38.3 15.9 12.3 36.4 n.a. 41.0
1987 607.0 125.7 273.3 7.7 52.1 7.3 10.1 33.7 n.a. 36.7
1988 738.3 163.4 305.5 12.0 46.4 20.9 15.5 61.2 n.a. 47.5
1989 677.9 187.5 285.1 19.2 31.3 9.0 10.0 42.5 n.a. 36.9
1990 973.0 261.7 393.1 31.1 59.4 25.3 13.6 61.3 n.a. 47.7
1991 958.5 280.2 413.7 35.2 45.1 17.0 9.3 46.5 n.a. 45.1
1992 1,046.8 330.3 435.4 41.4 44.3 13.3 12.4 58.7 50.7 40.0
1993 1,108.3 298.5 453.9 33.0 48.4 12.1 9.2 63.8 113.6 90.1
1994 1,083.5 234.8 482.3 30.5 41.4 10.0 10.7 55.3 117.8 94.0
1995 1,055.4 262.2 518.4 39.6 23.9 8.8 7.3 74.3 67.0 52.5
1996 1,535.3 318.9 751.5 51.0 49.3 13.4 11.4 124.0 109.6 83.4
1997 1,421.0 307.9 677.9 70.6 41.1 7.6 11.0 114.4 118.7 97.4
1998 1,575.4 282.7 839.8 60.3 44.3 10.0 10.8 127.0 128.5 93.8
1999 1,428.5 273.1 771.4 68.8 29.2 6.4 5.5 110.7 107.2 82.5
2000 1,241.9 181.8 629.2 72.2 15.0 2.7 5.3 184.3 109.7 85.8
2001 1,239.1 127.1 757.0 56.7 25.7 1.3 5.1 108.8 113.8 83.4
2002 1,406.1 121.5 821.5 56.0 30.3 3.9 5.3 168.5 139.9 96.4
2003 1,360.7 79.0 888.7 45.0 21.4 5.9 5.5 174.5 93.9 53.6
2004 1,505.4 110.5 948.0 54.5 19.9 5.6 5.1 189.8 135.1 103.1
2005 1,662.2 143.6 1,066.2 62.1 23.4 2.8 4.5 156.0 164.1 130.9
2006 1,806.7 172.2 1,134.6 65.3 26.6 7.0 2.9 178.6 142.1 103.7
2007 1,811.1 175.9 1,161.4 81.4 23.1 2.1 5.4 153.9 129.1 85.7
2008 2,131.3 154.0 1,410.7 70.5 30.3 2.6 3.9 195.7 155.7 106.1
2009 1,981.7 171.2 1,341.3 64.8 14.4 1.7 2.5 161.3 143.2 114.4
2010 2,158.2 165.2 1,465.7 74.8 25.9 1.7 2.4 171.0 166.0 133.4
2011 2,387.5 170.9 1,632.1 77.9 27.8 2.1 2.4 204.0 171.3 137.2
2012 2,528.5 188.4 1,784.4 73.3 40.8 11.1 2.6 184.7 162.9 12.0









1949 9.0 n.a. 2.5 0.7 n.a. 0.1 0.4 44.9 n.a.
1952 17.5 n.a. 5.2 2.1 0.1 0.1 0.8 46.4 n.a.
1957 13.0 n.a. 7.5 1.5 22.1 0.2 0.6 66.4 n.a.
1965 9.0 n.a. 4.7 0.9 20.9 0.2 0.5 110.7 n.a.
1970 10.5 n.a. n.a. n.a. 34.0 n.a. n.a. n.a. n.a.
1975 10.5 n.a. n.a. n.a. 37.1 n.a. n.a. n.a. n.a.
1978 12.5 n.a. n.a. n.a. 43.1 n.a. n.a. n.a. n.a.
1980 25.0 16.5 4.6 1.8 81.2 0.2 0.4 157.6 9.7
1981 36.5 23.7 4.7 2.2 82.3 0.6 0.4 147.1 17.5
1982 49.0 32.0 8.2 3.0 115.2 0.9 0.2 156.8 16.3
1983 54.0 38.7 5.7 1.5 135.1 0.3 0.1 199.0 19.4
1984 60.0 42.1 8.4 3.0 141.0 0.3 0.1 158.5 23.3
1985 79.5 49.5 10.8 4.6 254.2 0.6 0.3 182.7 33.4
1986 66.0 48.4 7.6 2.2 159.0 0.6 0.2 220.9 36.9
1987 54.0 38.6 6.4 2.2 167.8 0.4 0.1 195.4 34.1
1988 56.5 35.0 10.3 3.2 219.0 0.8 0.1 203.0 36.3
1989 48.6 33.8 6.0 1.7 177.6 0.9 0.1 226.8 30.0
1990 69.4 41.7 11.5 4.4 236.4 0.8 0.7 243.3 22.8
1991 71.8 50.1 10.8 3.3 302.8 1.2 0.8 220.5 27.9
1992 81.4 56.8 11.1 5.5 260.1 0.8 1.4 271.2 50.9
1993 72.6 49.8 9.6 5.7 278.6 1.3 0.2 327.6 44.5
1994 65.0 44.5 8.7 8.3 233.6 0.9 0.9 267.9 121.8
1995 70.2 47.2 8.0 9.5 263.5 0.5 1.5 308.3 40.5
1996 81.4 53.9 11.2 10.5 320.7 1.8 1.0 365.4 49.6
1997 73.1 53.5 8.5 8.9 306.4 4.1 0.6 420.4 61.9
1998 90.3 59.4 10.6 14.1 259.2 1.3 0.3 433.4 84.4
1999 100.9 71.6 7.2 18.5 136.8 1.6 n.a. 594.5 121.8
2000 116.4 69.1 6.5 30.5 141.3 1.4 0.1 759.9 161.7
2001 80.6 61.0 1.9 13.0 133.1 1.0 0.4 768.7 106.9
2002 108.9 70.4 6.5 28.2 195.0 1.0 1.0 755.3 120.8
2003 102.3 62.6 6.9 25.3 99.4 1.6 1.2 846.8 103.2
2004 103.7 58.9 7.3 31.3 96.3 1.3 1.9 872.8 109.6
2005 122.2 85.3 4.6 28.3 138.3 2.0 2.5 1,009.1 156.8
2006 101.1 56.7 5.6 23.5 105.5 2.6 1.7 1,171.4 190.8
2007 79.4 48.7 2.5 12.8 118.5 1.6 1.4 1,277.5 181.1
2008 117.5 75.6 3.4 20.2 170.0 1.4 2.1 1,360.8 210.6
2009 119.6 90.0 2.9 22.4 109.6 1.2 1.0 1,380.6 179.2
2010 128.1 99.2 2.9 22.4 161.0 1.5 0.1 1,350.9 240.9
2011 133.9 1,030.0 3.2 24.0 157.7 1.5 n.a. 1,440.2 254.6
2012 145.1 107.1 3.7 30.7 167.9 1.4 n.a. 1,476.3 228.1
2013 158.1 116.1 4.2 33.7 181.4 1.3 n.a. 1,421.1 231.3
出所：『内蒙古統計年鑑2013』，p.292。『内蒙古統計年鑑2014』，p.289。




第 2 節 東部内モンゴルの農業概況 
 























715.4 558.9 2,528.5 11,263.0 459.0 388.1 2,014.2 5,186.3















699 11,245 404.43 1,349.95 743.09
352 5,825 242.95 828.04 436.30
呼倫貝尓市 93 782 34.36 113.19 59.05
興安盟 52 872 32.67 114.93 61.12
通遼市 84 2,114 66.05 239.45 121.81
赤峰市 123 2,057 109.87 360.47 194.32













表 2-10 には，2013 年の内モンゴルおよび東部内モンゴルの農村概況を示した。 
2013 年の内モンゴルの郷・鎮・蘇木は 699 個であり，東部内モンゴルのそれが 352 個
であり，内モンゴル全体の 50.4％占める。村民・ガチャー委員会は 1 万 1,245 個であり，





で 404 万 4,300 戸であり，東部内モンゴルのそれが 242 万 9,500 戸であり，内モンゴル
全体の 60.1％に達する。次に，農村人口においては，内モンゴル全体で 1,349 万 9,500
人であり，東部内モンゴルのそれが 828 万 400 人であり，内モンゴル全体の 61.3％に達
する。同様に，農村就業者数においては，内モンゴル全体で 743 万 900 人であり，東部




口に占める割合が減少している。1953 年に 13.0％であったが，1963 年には 11.1％，1973
年には 10.8％まで減少した。他方，1983～2013 年の間は，その割合が上昇しており，









1953 1963 1973 1983 1993 2003 2013
758.4 1,215.2 1,651.1 1,969.5 2,196.9 2,385.8 2,463.7
649.3 1,061.1 1,444.5 1,657.5 1,779.4 1,860.6 1,918.4
85.6 87.3 87.5 84.2 81.0 78.0 77.9
モンゴル族 98.5 134.6 178.5 260.3 343.4 404.0 454.9



















それぞれ隣接しており，総土地面積は 5 万 9,535 平方㌔である。2012 年の第 1 次産業
GDP は，232.78 億元であり，同年の総耕地面積は 134 万 7,900 ヘクタールである（内蒙
古自治区地方誌編集委員会辧公室編，2013，p.606）。 
2012 年の農作物の総作付面積は 111 万 9,955 ヘクタールであり，2011 年の総作付面
積 112 万 7,520 ヘクタールと比べると，7,565 ヘクタール減少した。このうち 2012 年の
食糧作付面積は 92 万 5,515 ヘクタールであり，2011 年の食糧作付面積 92 万 910 ヘクタ
ールと比べると，4,605 ヘクタール増大した。また，2012 年の食糧作付面積は，作付面
積全体の 82.6％（2011 年は 81.7％である）を占めている。 
主な農作物はトウモロコシ，高梁，稲，アワ，蕎麦，豆類，イモ類，ヒマワリ，てん
さいなどである。牧畜業も盛んであり，2012 年末1の家畜飼育頭数は 1,090 万 3,300 頭に
達する。そのうち牛と羊（綿羊と山羊を含む）が 774 万 5,000 頭で，豚が 265 万 2,200
頭である。1 年間の肉の総生産量は 51 万 7,124 トンで，そのうち牛肉が 10 万 846 トン，
羊肉が 6 万 6,262 トンで，豚肉が最も多く 26 万 4,763 トンである（国家統計局内蒙古調
査総隊編，2013，pp.81-113）。 
2012 年の通遼市の総人口は 313 万 2,500 人で，農村人口は 238 万 2,300 人である。総
就業者数は 191 万 1,100 人で，そのうち第 1 次産業就業者数は 99 万 4,700 人である。
郷・鎮・蘇木は 71 個あり，村民・ガチャー委員会は 2,085 個あり，農村世帯数は 63 万










                                                   
1 年末飼育頭数以外に，年中飼育頭数の統計もある。例えば，2012 年中飼育頭数は，







林省の松遼平原と隣接している。境内の最高海抜は 308.4 メートルで，最低は 88.5 メー
トルである。東経 121 度 30 分から 123 度 43 分，北緯 42 度 40 分から 43 度 42 分の間に
位置し，東部は吉林省，南部は遼寧省と隣接している。旗の総面積は 1 万 1,476 平方㌔
で，2012 年の食糧作物作付面積は 18 万 7,000 ヘクタール，主にトウモロコシ，稲，緑
豆，小豆などが生産されており，食糧生産量は 91 万トンである。 
「国家級食糧生産先進県」であるとともに，「全国緑色無公害果菜生産モデル県」で
もある。2012 年のホルチン左翼後旗の総人口は 40 万 4,000 人であり，農村就業者数は
13 万 9,171 人である。 
表 2-12 には，ホルチン左翼後旗の農村人口と耕地面積を示した。表 2-12 によれば，
2011 年のホルチン左翼後旗における牧畜業就業者数は 1 万 5,792 人であったが，2012
年には 1 万 2,160 人となり，3,632 人減少している。同様に農業就業者数は 2011 年には
10 万 1,377 人であったが，2012 年には 9 万 8,957 人となり，2,420 人減少している。こ
れと対照的であるのは，農業・牧畜業就業者 1 人当たり耕地面積は，2011 年の 1.60 ヘ






















2011年 262 93,137 349,710 101,377 15,792 187,559 0.54 1.60
2012年 262 93,300 350,409 98,957 12,160 187,559 0.54 1.69
注：統計上は，農業就業者と牧畜業就業者は別になっているが，両方に就業している者が多い。基本的に牧畜業就業者も























ンゴル族集住という 2 つのパターンがある。 
表 2-13 にはホルチン左翼後旗の「改革・開放」以降（1989～2007 年）の食糧生産動
向を，表 2-14 には同じ時期の食糧作物以外の経済作物生産動向を示した。経済作物と
は，農家が現金収入のために生産する食糧作物以外の農作物のことである。 
表 2-13 によれば，総耕地面積と食糧作付面積は大きく増大するのは，やはり 2004 年
以降のことである。とくに，トウモロコシの作付面積が増大しており，このような動き
は，内モンゴル全体および東部内モンゴルの食糧生産動向と一致している。 
表 2-14 によれば，「各戸請負制」導入から 2004年まで，農家は自給用に雑穀や豆類
を多く生産すると同時に，現金収入の確保のために経済作物としてトウゴマ，ヒマワリ，
ラッカセイなどを生産していた。2004 年以降は，ラッカセイを除く経済作物の作付面
積も減少傾向に転じており，といっても 2007 年のラッカセイ作付面積は 7,110 ヘクタ
ールに過ぎない。2007 年のヒマワリの作付面積はわずか 4 ヘクタールであり，同年に
トウゴマの生産がストップしている。これらの経済作物の作付面積もいうまでもなく，
トウモロコシ生産へと転換している。 

































1989 112.2 87.1 2,670 231,990 5.3 4,125 21,670 0.5 2,850 3,164 51.0 3,495 177,891 7.0 2,235 15,613 5.7 930 2,650 4.3 345 1,503 6.9 6,950
1990 115.2 92.6 3,570 331,148 12.1 4,245 50,534 1.6 2,280 3,663 52.0 4,545 236,158 6.2 2,775 17,094 5.1 1,050 5,306 4.2 900 3,810 6.6 1,200 7,920
1991 114.6 93.7 3,225 302,000 13.3 4,905 56,500 4.4 1,725 7,702 52.2 3,765 196,809 5.1 2,775 14,121 4.7 600 2,790 4.1 720 2,321 6.6 1,365 8,964
1992 113.6 101.3 3,540 358,000 16.0 4,650 74,500 7.0 2,010 13,965 51.5 4,388 225,869 4.7 3,090 14,427 3.6 990 3,539 3.7 885 3,303 10.7 1,560 16,677
1993 116.1 103.7 3,630 37,664 12.1 3,795 42,811 9.9 2,850 28,403 49.5 5,130 254,276 4.4 3,015 13,214 4.4 960 4,234 3.4 570 1,957 15.4 1,665 25,686
1994 116.8 104.0 2,625 275,844 10.2 2,835 29,015 8.9 1,125 10,009 53.1 3,810 202,501 3.7 2,295 8,564 4.5 450 1,988 3.7 390 1,434 15.1 1,155 17,427
1995 118.8 108.7 3,945 429,444 11.2 5,910 66,303 9.4 1,725 21,150 59.5 4,785 284,765 4.0 3,450 13,904 5.0 1,005 4,975 4.2 975 4,075 11.0 2,430 26,653
1996 119.4 113.2 4,260 483,009 12.9 5,055 64,957 7.8 3,000 21,600 65.1 5,370 349,641 3.9 3,585 13,802 5.1 1,050 5,387 4.5 975 4,407 10.4 1,485 15,399
1997 123.9 118.1 3,390 400,005 18.2 5,280 96,128 7.4 900 6,639 68.3 3,945 269,302 3.9 1,770 6,918 2.2 750 1,650 2.0 285 543 11.7 1,410 16,520
1998 126.3 119.7 4,635 555,147 20.0 5,235 99,475 6.8 2,880 19,506 69.3 5,670 392,815 2.3 3,600 8,185 2.6 1,605 4,148 1.7 1,140 1,945 12.8 1,635 21,063
1999 133.7 113.3 5,040 570,848 20.2 6,510 131,717 9.1 3,915 35,666 58.6 5,985 351,310 1.1 4,200 4,553 1.1 2,400 2,740 0.1 1,505 426 17.5 1,890 33,145
2000 140.4 120.5 2,755 313,901 23.0 5,688 131,010 4.0 2,281 9,071 61.3 2,561 156,899 2.5 3,750 9,304 2.6 749 1,950 1.2 813 1,009 19.1 866 16,562
2001 138.2 121.9 3,545 423,089 15.5 6,225 96,469 5.1 1,213 6,202 65.4 4,076 266,416 2.1 2,611 5,397 4.2 1,875 7,818 2.9 716 2,093 13.2 1,749 23,011
2002 136.7 122.7 3,173 357,500 15.5 5,406 83,866 3.6 1,350 4,875 63.6 3,386 215,363 1.7 3,000 5,007 3.1 2,250 6,948 1.3 1,505 1,887 9.5 1,361 12,952
2003 134.9 115.5 3,866 446,233 9.5 7,664 72,854 0.3 4,583 1,288 73.5 4,401 323,535 1.6 2,019 3,149 3.1 1,325 4,035 1.4 1,017 1,477 9.9 1,703 16,780
2004 176.6 154.2 3,926 605,592 11.9 6,446 76,917 0.4 2,294 796 105.8 4,565 482,671 1.4 2,417 3,304 3.2 1,158 3,728 1.1 924 993 12.2 1,259 15,373
2005 183.5 195.4 4,626 737,500 11.9 7,402 88,159 2.1 4,485 628 102.9 5,250 540,013 4.0 4,520 18,128 4.0 997 9,891 9.3 425 1,971 20.1 2,297 46,243
2006 190.7 171.5 3,855 738,500 14.5 6,750 98,050 0.1 5,732 363 117.8 4,725 556,861 1.9 3,750 4,168 1.3 1,500 1,978 0.8 904 714 34.1 2,250 51,167




























作付面積 単収 生産量 作付面積 単収 生産量 作付面積 単収 生産量
1989 70 600 44 130 840 112 18,080 495 8,827
1990 20 1,845 37 80 5,235 419 16,620 795 13,245
1991 40 1,125 45 160 495 78 15,340 420 6,510
1992 90 3,225 280 320 495 159 6,980 465 3,288
1993 60 3,615 217 200 1,890 377 7,660 525 3,971
1994 40 1,470 59 70 90 6 7,410 180 1,285
1995 60 420 25 60 1,080 65 4,700 615 2,874
1996 90 1,350 121 90 1,050 95 3,350 615 2,060
1997 110 1,860 205 240 390 93 3,550 345 1,239
1998 160 1,185 190 70 1,155 78 1,880 555 1,048
1999 3,170 1,200 3,806 1,520 1,200 1,827 7,368 570 4,200
2000 2,050 2,649 5,417 1,330 1,185 430 11,930 879 10,488
2001 5,470 746 4,081 230 1,179 276 3,260 782 2,547
2002 7,300 1,354 9,886 310 1,511 477 880 350 309
2003 7,220 2,386 17,225 290 1,512 446 550 884 490
2004 6,720 2,354 15,818 210 1,476 310 200 2,250 446
2005 6,160 1,571 9,611 380 2,292 880 440 769 336
2006 7,950 1,500 11,930 186 2,198 416 260 720 188
























図 2-4 および表 2-15 には，ホルチン左翼後旗の家畜飼育頭数推移を示した。図 2-4 お











年 家畜総数 牛 馬 羊 豚
1989 1,030,691 293,436 64,131 253,454 390,455
1990 1,108,618 296,539 69,565 293,219 423,818
1991 1,155,691 294,968 72,979 319,687 443,420
1992 1,193,612 289,202 76,274 323,482 480,247
1993 1,209,705 286,204 80,498 306,125 515,539
1994 1,216,141 266,812 83,633 329,042 515,269
1995 1,266,406 260,575 88,294 380,637 515,622
1996 1,301,227 269,039 93,695 417,784 500,301
1997 1,479,207 333,694 98,279 474,236 549,961
1998 1,521,713 323,232 104,849 452,184 591,166
1999 1,325,053 329,944 114,963 347,132 599,139
2000 1,197,032 313,528 113,245 268,370 506,843
2001 1,294,974 404,300 99,672 276,424 501,963
2002 1,370,145 400,787 103,914 323,499 541,763
2003 1,409,785 416,626 95,947 376,953 524,584
2004 1,387,518 315,610 84,217 502,158 481,831
2005 2,206,737 387,953 80,652 1,157,379 576,492
2006 2,271,522 462,335 78,308 1,102,236 640,585
















































第 1 節 ホルチン左翼後旗の誕生 
  
 内モンゴルの 16 の「アイマグ」3の 49 人の首領は，1636 年までに清に降伏した4。清




従来の 16 の「アイマグ」は 6 まで縮小され，「旗」の上に「盟」（「アイマグ」を中国








後という合計 6 つの「旗」に分けられて誕生した「旗」である（図 1-2 参照）。ホルチ



















で 32 人の「佐領」が，32 の「蘇木」を管理するようになった。このような行政システ
ムが中華民国期にも維持され，1931 年まで続いた（科尓沁左翼後旗誌編集委員会主編
1993，p.596）。 















































































第 2 節 漢族移民による人口増加 
 





境内）に分けて（図 3-1 参照）検討する。 
まず，昌図県，康平県，遼源州を含むホルチン左翼後旗東部の人口状況をみる。統計
の制約から，ここでは昌図県，康平県のみを取り上げる。 
表 3-2に 1910年の昌図県の人口状況を示した。1910年の昌図県の総人口は 40万 3,571
人に達した。そのうち，漢族人口は 36 万 4,616 人であり，全体の 90.3％を占める。モン
ゴル族人口は 2 万 4,559 人であり，全体の 6.1％を占めるのみである。昌図県の人口増
加状況から，清代における漢族流入の勢いの激しさを読み取れる。 
表 3-3 には，1910 年の康平県の人口状況を示した。1910 年の康平県の総人口は 5 万
4,615 人である。そのうち，「県」戸籍人口は 5 万 3,526 人で，全体の 98.0％を占める。








世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 人口
2,999 24,559 47,369 364,616 1,683 14,396 52,051 403,571












世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 人口
165 1,089 21,300 53,526 21,465 54,615











1910 35,950 15,950 0.2
1914 37,428 1,478 1.0
1919 40,981 3,553 1.8
1930 43,751 2,770 0.6
1933 51,012 7,261 5.3 37,000 72.5%
1938 58,290 7,278 2.7
1940 111,329 53,039 38.2 77,207 33,899 223 69.4%
1941 112,617 1,288 1.2
1947 117,338 4,721 0.7 19,738
1949 124,835 7,497 2.9 23,045 85,375 39,114 346 68.4%
1953 165,046 40,211 7.3 32,032
1958 190,238 25,192 2.9 38,102
1962 210,712 20,474 2.6 41,841
1965 233,726 23,014 3.5 43,645
1970 275,731 42,005 3.4 47,956
1975 315,916 40,185 2.8 55,124
1980 366,426 50,510 3.0 71,106


















に 1938～1940 年の年増加率は 38.2％にも達した。その後の人口増加は緩やかであった
が，中華人民共和国の成立後 1980 年までの人口増加率は年率 3.0％前後と比較的高く，







1933 年においても 72.5％という高い数字を示している。その後 1940 年までに大幅な低




族人口の割合が 1910 年にわずか 2.0％，昌図県においても 6.1％でしかなかったのに対
















































表 3-5 および図 3-1 に，清朝以降における，ホルチン左翼後旗の土地開墾状況を示し
た。 


















                                                   
9 遼源州に関しての動きがみられるのは 1781年からである。同年にホルチン左翼後旗境
内の法庫門（図 3-1 の法庫庁あたり）から北の 74 カ所の「屯＝ムラ」の土地をホルチ
ン左翼中旗に貸した。ただし，これらの土地での放牧，居住，埋葬などが認められた
ものの，「私墾」あるいは土地の売却を禁止する規則が定められ，もし規則に違反し





開墾年 開墾の性格 開墾主体 図3-1上の位置 現在の行政区画
開墾された
面積（ha）




1828 ⑤ 遼寧省康平県 21,718










































                                                   
10 1932 年に満州当局はホルチン左翼後旗を東科後旗（この呼び名は 1949年まで使われ
る）と改称し，後に興安南分省に属させ，「旗札薩克」を旗長とした。旧王府を東科
後旗公署とし，旧来のモンゴル王公，一般モンゴル族の区別を取り消した。 




























中華民国 1912～1931年 72 9.2
満州国 1932～1945年 13 1.7




















「屯=ムラ」は 1985 年に 792 カ所あった。表 3-5 には，792 カ所の「屯＝ムラ」のうち，













































崇德 順治 康熙 雍正 乾隆 嘉慶 道光 咸富 同治 光緒 宣統
「屯＝ムラ」 5 26 24 8 174 15 71 8 41 188 51 611





























































































































面積は約 7 万 5,333 ヘクタール，食糧総生産量は 6 万 4,000 トンであり，1 ヘクタール
当たりの収量は 0.85 トンであった。中華人民共和国の一部になった後の単位面積当た
りの収量は，1949～1960 年まで 1 ヘクタール当たり平均で 0.5 トン前後（表 4-1 参照）
であった。このような数字から満州国期の「満州式農耕」は，耕種農業において，それ
なりの成果を上げていたといえよう。 
ホルチン左翼後旗において，東科後旗公署は 1938 年 5 月に吉日嘎郎（図 3-1 の博王
府あたり）に「配種点」を設立し，日本から牡馬を連れてきて，内モンゴル在来の牝馬
と交配して，品種改良を行った。8 月から羊の「配種点」を 11 カ所設立し，同じように
品種改良を行った。1932～1947 年までホルチン左翼後旗の家畜の飼育頭数は，6 万 3,000



















1950 年 6 月，中華人民共和国政府が「中華人民共和国土地改革法」を発布し，地主的
土地所有を廃止し，「耕作者に耕地を与える（耕者有其田）」ことと，土地を「無産階級
の貧困世帯」に均等に配分することを決定した。これを受けて哲里木盟政府は，1951 年
                                                   
12 1920 年まで，ホルチン左翼後旗には食糧商店や市場がなく，1927 年に「大虎山－鄭













沁左翼後旗档案局資料（1952 年 12 月 9 日，pp.1-7）によれば，ホルチン左翼後旗にお
ける耕地の施肥面積は 1952 年に総耕地面積の 40.4％を占め，1951 年よりも 9.1％拡大
した。 
「満州式+漢式農耕」は，人民公社という集団農業体制の下で行われたことを指摘し
ておく必要がある。科尓沁左翼後旗档案局（1952 年 11 月 5 日，p.49）によれば，中華




り，2 つあるいは 3 つの世帯が 1 つの組となり，耕作や牧畜業を行うことを指す。1953
年に，「初級合作社」（初級農業生産合作社）を実験的に作った。「初級合作社」とは，
農家が土地や農具，役畜を出し，協力しあって農業生産を行うことを指す（科尓沁左翼






1956 年になると，「高級合作社」に参加した農家数は 3 万 2,018 世帯になり，ホルチ



















科尓沁左翼後旗档案局資料（1955 年 1 月 3 日～9 月 19 日，pp.32-33）によれば，「1955
年 7 月 17 日，ホルチン左翼後旗の第八区委員会（吉尓嘎郎）から，ホルチン左翼後旗
委員会へ報告が出された。報告には最近，我が区の大衆達が役畜や家畜を殺し，食糧と
して食べたことはかなりあり，統計によると 7 月以降，61 頭が屠殺された。東新アイ
ルで，わずか 15 日間に 39 頭の家畜が屠殺され，幹部らがそれを制限すると，大衆は食
べるものがないから牛を食べたといっている。党員や幹部らもそうだった。A氏（党員）
が役畜の牛を食べた。B氏が役畜の牛を殺す時，家族が泣き叫んでいた。ゲルマンハア
イルの C 氏は，10 日間で 2 頭牛を殺して食べた。それ以外に，羊を食べた数が最も多







1949 93,980 40,820 0.43 89,128 5,320 94,448
1952 111,827 67,620 0.60 142,060 12,981 155,041
1956 150,202 65,120 0.43 200,520 49,276 249,796
1960 145,733 72,500 0.50 223,479 100,145 323,624
1965 138,680 145,040 1.05 346,303 212,980 559,283
1970 124,400 145,400 1.17 312,203 185,977 498,180
1975 105,133 143,090 1.36 389,131 264,121 653,252





















食糧供出任務も増大した。例えば，1960 年の報告生産量は 15 万トンとされ，結果とし
て食糧供出任務は 4 万 5,000 トンとされた。この年の実際の生産量は 7 万 2,500 トン（表
4-1 参照）であったので，食糧供出任務は，生産量の 62％に相当した。供出した残りの
































食糧作付面積は，1956 年の 15 万 202 ヘクタールをピークに，その後減少傾向に転じ
1980 年には 9 万 3,740 ヘクタールとなったが，単位収量上昇にともない，生産量はむし
ろ増大した。 
いずれにしろ，「満州式+漢式農耕」は，ホルチン左翼後旗が中華人民共和国の一部に






出任務はなかった。もう 1 つの要因は，1962 年以降，社員の自留家畜が認められたこと



















































































第 2 節 土地改革と農業集団化 
 
1947 年 3 月に中国共産党は，「内蒙古自治問題的指示」を公布した。「内モンゴルは中
華人民共和国版図に属すこと。内モンゴル人民革命党を組織しないこと。中国共産党の
指導を受けること」を条件に 1947 年 5 月に内モンゴル自治政府が成立した（曹永年主
編，2007，p.343）。 
郝維民編（1992，pp.251-253）によれば，内モンゴル共産党委員会は「中華人民共和
国土地法大綱」の公布を受け，1947 年 11 月に内モンゴル解放区18農村土地改革政策を
制定した。主な内容は，内モンゴル境内の土地はモンゴル族が公有する。農業を中心と
している地域，すなわち漢族が集住している地域において，耕作者に耕地を与え，従来
                                                   
17 「内モンゴル人民革命党」によって，1946 年 2 月 26 に興安盟で設立された政府であ
る。なお，「内モンゴル人民革命党」は，1925 年 10 月 13 日に内モンゴルのモンゴル























表 5-1 には，1947 年の土地改革におけるホルチン左翼後旗の階級状況を示した。1947
年のホルチン左翼後旗総世帯数は 1 万 9,738 戸であった。そのなかで，貧農が 1 万 2,039
戸で，全体の 61.0％を占める。中農が 4,114 戸で，全体の 20.8％を占める。富農が 1,545







                                                   
19 科尓沁左翼後旗誌編集委員会主編（1993，p.433）によれば，1948 年に中国共産党
は，ホルチン左翼後旗の農村に「食糧徴収委員会」（徴糧委員会）を組織し，食糧徴
収を行い，2 万 4,000 トンの食糧が徴収された。しかし，実際には食糧生産が追い付
かなったため，約 7,000 頭の家畜（役畜を含む）が代わりに徴収された。このような
食糧徴収は，1953 年に後述する「統一買付統一販売」制度に転換する。 
階級 貧農 中農 富農 地主 その他
世帯数(戸） 12,039 4,114 1,545 1,201 839

























耕地の請負経営権の請負期間は，1981～1996 年20まで 15 年間不変とし，これがいわ
ゆる第 1 期請負である。調査ガチャーの第 1 期における請負耕地面積は，1 人当たり 5
ムー（1 ムー=1/15 ヘクタール）とされた。その後，1996 年をもって第 1 期の 15 年間が
満期となり，引き続き第 2 期請負が実施された。第 2 期における請負期間は，1996～
2026 年まで 30 年間不変とし，「土地承包経営権証」（図 5-1 参照，内モンゴル自治区政
府が作成し，ホルチン左翼後旗政府が発行した）が，各農家に配付された。第 2 期にお
ける請負耕地面積は 1 人当たり 5.5 ムーとされた。 
採草地の請負期間は，耕地と同じように 15 年間不変とし，その期間は 1983～1998 年
（採草地の第 1 期請負）であり，1998～2028 年（30 年不変）の期間は，第 2 期請負と
された。採草地の第 1 期請負面積は，農家単位で請負され，１世帯当たり約 1.1 ヘクタ
ールの採草地の配分を受けた。採草地の第 2 期請負面積は，農家単位ではなく，1 人当
たり 3 ムーとされた。共同利用の放牧地は，草原の第 2 期請負の際に，採草地と同様に





                                                   
20 厳密にいえば，地域によって 1～2 年の違いがある。 
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げていない。表 2-13 によれば，2002 年のホルチン左翼後旗総耕地面積21は 13 万 6,700
ヘクタールであるが，表 2-12 によれば，2012 年の総耕地面積は 18 万 7,559 ヘクタール
（同年の総作付面積は 18 万 7,000 ヘクタール）に達した。10 年間に増大した耕地面積
















1985 年 6 月に「中華人民共和国草原法」が採択された。この法律における草原とは，
天然の草原と人工の草地の両方を指す。また，この法律は，2002 年 12 月に修正された。
なお，「中華人民共和国草原法」は，1985 年版と 2002 年版で内容が大きく異なる。例え
ば，後述する 13 条，14 条，35 条などに相当する記述は，1985 年版にはない。 
以下は，「中華人民共和国草原法」（2002 年 12 月修正）のなかで定められた草原所有
権に関する主な内容を整理する。 











第 13 条：集団所有の草原もしくは法により集団経済組織の使用に供することが    
































一方，1998 年 6 月に「内蒙古自治区草原管理条例実施細則」が採択され，同年 8 月に
内モンゴル自治区政府の「86 号文件」として発行された。なお，「内蒙古自治区草原管




































第 5 節 「移民政策」による土地利用方式の転換 
 
土地利用方式の転換を促進したもう 1 つの要因は，中華人民共和国政府が 1955 年に
打ち出した，「開墾するために移民させ，耕地面積を拡大し，食糧を増産する初歩的意













第一に，哲里木盟には，8 つの旗，県，市がある。すなわち旗が 5 つ，県が 2 つ，市
が 1 つ， 913 カ所の「屯＝ムラ」（そのうち「半農半牧畜業」と牧畜業の「屯＝ムラ」
が 316 カ所），世帯数は 20 万世帯（そのうち農業世帯が 16 万 3,000 世帯）で，総人口
は 103 万人（1954 年 12 月末の統計）である。 
表 5-2 には，1955 年の移民開墾前の哲里木盟における土地面積構成を示した。表 5-2
によれば，総面積が 5 万 7,000 平方㌔，そのうち 1 万 100 平方㌔がすでに開墾されてい
る。また，都市が 4,100 平方㌔，河流や湖が 4,122 平方㌔，放牧地が 1 万 2,034 平方㌔，
砂漠が 1 万 6,660 平方㌔，山林が 3,330 平方㌔，鉄道，道路などが 2,834 平方㌔，アル
カリ性放牧地が 1,800 平方㌔である。当面の条件で未開墾地が 2,020 平方㌔で，そのな



















表 5-3 には，1955 年当時，移民政策が実施される前の哲里木盟における開墾可能地
1,454 平方㌔の分布を示した。 
第二に，開墾可能地 1,454 平方㌔は，「分散した開墾可能地」と「まとまった開墾可能
地」に分かれる。「分散した開墾可能地」が 7 万 4,400 ヘクタールある。そのなかの奈
曼旗とホルチン左翼後旗の 6,000 ヘクタールに関しては，移民させる必要がない。元々
の農民によって，開墾させ，耕地を拡大させることができる。残りの 6 万 8,400 ヘクタ
ールを地元や外地の農民の移民によって，開墾させる。仮に 1 世帯当たり 3 ヘクタール
と計算すれば，2 万 2,700 余世帯の移民が必要となる。すなわち，ホルチン左翼中旗に
おいては，2 万 1,300 ヘクタールに対して 7,100 世帯を，扎魯特旗においては，3 万 100
ヘクタール対して 1 万余世帯を，通遼県においては，1 万ヘクタールに対して 3,300 余
世帯を，開魯県においては，7,000 ヘクタールに対して 2,300 余世帯をそれぞれ移民さ
せることが可能である。「まとまった開墾可能地」に対して，集団的に移民させ，国営
農場を建設する。集団的に開墾する土地（500～2,000 ヘクタール）が 13 カ所で，1 万
4,000 ヘクタールである。それに対して，4,630 世帯（1 世帯当たり 3 ヘクタール）の移
民，2,800 人の労働力が必要である。扎魯特旗において，930 世帯を集団的に移民させ，
560 人の労働力による国営農場を 2 カ所設立する。ホルチン左翼中旗において，3,700 世







































金によって目標を達成する。初歩的に，1 ヘクタール当たりの必要労働力が 20 人/日で，
30 元（1.5 元/日）と計算し，必要とする役畜（馬，牛，驢馬など）が 40 日で 30 元（0.75
元/日）と計算し，あわせて 1 ヘクタール当たりの貸付金が 60 元になる。そうすると，





















所の国営農場，8 カ所の国営牧場が設立された。これら国営農牧場の総面積は 3,018 平
方㌔であり，うち耕地面積は 3 万 933 ヘクタールで，残りの土地は共同利用の放牧地と
された。国営農牧場の人口（原住民と移民を含むが，移民の方が多い）は，1959 年に 1
万 4,064 人，1964 年に 4 万 1,691 人に達した。移民政策が実施され，前後してどれぐら
いの漢族が移民してきたかの統計は取れないが，1982 年の民族分布の統計が取れる。
1982 年の総人口 7 万 8,536 人のうち，漢族は 5 万 4,292 人であり，総人口の 69.1％を占
める。モンゴル族は 2 万 2,616 人であり，総人口の 28.8％を占める。結果として，漢族
人口が増加したことには間違いない。 
以下，移民政策の実施状況をホルチン左翼後旗の事例からみてみよう。ホルチン左翼







たに 2 カ所の国営牧場が設立された。 
表 5-4 には，3 カ所の国営農牧場の状況を示した。これらの総面積を合わせると 3 万
8,720 ヘクタールに達した。公文では，「ホルチン左翼後旗の開墾可能地面積が 4,000 ヘ
クタールであり，移民させる必要がない，元々の農民によって，開墾させ，耕地を拡大
させることができる」としている。それにも関わらず，開墾された土地（耕地面積）は
合計 5,340 ヘクタールに達した。また，三農牧場の 1959 年の人口は 3,510 人となり，




















名前 設立年 設立における指導機関 総面積 耕地面積
勝利農場 1954 内蒙古公安庁労改局 6,667 3,693
モンゲンダバ牧場 1957 科尓沁左翼後旗政府 11,533 667 1959年 3,510


































































②生産隊は，国家計画指導の下で，「因地制宜」26を実行し，国家への統一買付任務を達     
成できることを前提に，農作物生産計画を手配し，生産責任制の形式を決定し，社員へ  
の配分を決める。 
③中共の 1980 年「75 号文件」の精神と我が自治区の実際の状況に応じて，「2 定１奨」






















干の布告」が公布される前に，中共 11 期 3 中全会（1978 年 12 月）の精神に基づき，社
員の自留地は生産隊総耕地面積の 5～7％ まで許された。また，自留地で生産した農産
物を社員が自由に処分してよいとされた。また，社員の自留家畜の基準は，人口が 5 人
の世帯は乳牛 1 頭，6 人以上の世帯は乳牛 2 頭まで，それに羊の飼育も 1～2 頭まで許
可された。自留林地に関して，造林を行う世帯には 1 世帯当たり 5 ムーの土地を提供す
るとされた。  
科尓沁左翼後旗誌編集委員会主編（1993，p.64）によれば，1979 年 2 月にホルチン左
翼後旗委員会は，中共中央および内モンゴル自治区委員会の指示に基づき，三級レベル
の幹部会議を開き，この会議では「ホルチン左翼後旗全体は牧畜業を中心とし，農牧林










中心とする蘇木 2 つと「半農半牧畜業」を中心とする蘇木 1 つがある。 
                                                   

















平方㌔ 戸 頭 万㌔
甘旗卡 15 10 27 375.7 18,951 6,103 3,757 8,896 37,349 15,599 主牧，農牧林結合 16,779 351.5
吉尓嘎朗 23 40 580.2 18,800 4,317 6,074 3,254 17,570 16,250 主牧，農牧林結合 20,986 不明
金宝屯 7 7 26 157.4 4,607 3,198 704 3,520 15,778 7,812 主牧，農牧林結合 7,463 601.2
伊胡塔 23 26 461.2 35,094 不明 3,007 1,896 9,366 7,360 主牧，農牧林結合 22,076 不明
常勝 10 23 154.8 6,153 401 2,729 1,661 9,097 1,865 主牧，複合経営 7,282 275.8
向陽 13 52 110.0 不明 549 5,023 4,089 20,213 2,505 主農，農牧林結合 不明 2,016.3
双勝 12 47 84.0 不明 33 5,289 4,620 23,191 5,047 主農，複合経営 5,699 1,296.5
鉄牛 10 25 172.5 1,753 3,212 2,798 1,945 9,771 1,802 主農，複合経営 11,533 77.7
哈日烏蘇 13 13 275.4 1,271 75 2,065 753 4,273 主牧，農牧林結合 12,183 161.8
満斗 19 19 488.9 24,867 13 2,060 1,203 6,423 主牧，農牧林結合 14,003 206.1
潮海 9 16 184.0 5,479 1,363 1,671 934 4,705 1,218 主半農半牧，副林 6,617 194.9
散都 12 15 209.2 16,133 2,386 2,295 1,524 7,963 4,698 主牧，農牧林結合 6,657 341.3
胡勒順淖尓 10 15 303.0 6,967 245 2,812 1,638 8,326 4,863 主牧，複合経営 9,029 292.3
海斯改 24 24 422.0 25,721 128 4,484 1,840 9,890 9,238 主牧，農牧林結合 16,269 195.7
公河来 3 7 22 286.0 6,127 3,402 3,174 1,789 10,084 5,973 主牧，農牧林結合 7,758 965.2
烏順艾勒 15 17 244.7 2,000 228 3,173 1,622 8,459 6,721 牧 9,115 不明
浩坦 18 33 458.8 26,744 289 5,348 2,623 14,189 11,026 主牧，農牧林結合 14,251 568.5
巴雅斯古楞 20 21 333.3 15,123 576 3,332 1,555 8,675 主牧，農牧林結合 14,366 233.6
阿古拉 19 28 531.3 28,179 19,267 3,821 1,730 9,466 主牧，農牧林結合 22,513 448.9
巴彦茫哈 11 17 192.0 3,922 164 1,880 1,032 5,555 5,547 主牧，農牧林結合 6,440 132.0
布敦哈日根 21 32 400.0 2,267 103 3,411 1,890 10,350 10,032 主牧，農牧林結合 12,903 208.3
巴嘎塔拉 13 19 415.0 25,781 280 2,206 940 5,296 5,181 主牧，複合経営 17,293 144.3
努古斯台 17 17 440.3 32,787 131 1,723 951 5,118 4,790 主牧，複合経営 15,329 144.0
花灯 9 9 240.0 22,478 39 1,562 1,016 5,077 4,705 主牧，複合経営 9,097 345.5
額莫勒 19 22 484.0 31,290 195 3,973 1,890 10,769 10,501 主牧，農牧林結合 16,542 46.9
阿都沁





茂道吐 1 11 15 433.2 2,601 115 3,141 1,480 8,516 8,231 主牧，農牧林結合 15,549 190.5
烏蘭敖道 8 16 497.4 27,000 108 4,500 946 5,102 4,849 主牧，複合経営 15,366 1,533.0
朝魯吐 16 18 420.0 22,173 712 3,122 1,063 5,657 5,638 主牧，農牧林結合 13,277 149.0
沙日塔拉





海魯吐 18 22 281.0 19,069 377 3,376 1,376 7,827 7,552 主牧，農牧林結合 9,749 212.0
哈日額日格 14 19 430.0 19,097 5,668 3,747 1,109 6,268 6,233 主牧，農牧林結合 14,397 156.9
巴彦毛都





査日蘇 10 18 216.7 29,507 1,083 3,563 2,168 11,340 8,019 主牧，農牧林結合 7,462 413.2










































なお，ホルチン左翼後旗では 1979 年 8 月に大雨による水害が発生し，被害にあった
耕地面積は約 4万 6,667ヘクタール，同じく草地面積は 1万 9,000ヘクタールに達した。

















体的には，羊が納税単位とされ，その比率は，馬 1 頭=羊 10 頭，牛 1 頭=羊 6 頭，山羊
3 頭=羊 2 頭，駱駝 1 頭=羊 7 頭とされた。納税方式は，家畜の現物と現金のどちらでも
がよいとされ，家畜の現物の場合，納税時期の相場で価格が決定する。 
1981 年に調査生産大隊には，6 つの生産隊が含まれた。ここでは第 6 生産隊を事例に




の保持を前提とし，生産隊を 3 つ（耕種農業組が 2 つ，牧畜業組が 1 つ）の作業組に分
けて，農牧業生産責任制を実施した。 
ガチャー委員会資料（1981 年 2 月 25 日「第 6 生産隊契約書」）によれば，農牧業生
産責任制は「包産到組・連産計酬」の形で実施され，具体的方式は以下の通りであった。
耕種農業組における生産責任制は「5 定 3 統 1 包 1 奨」と呼ばれた。すなわち，労働力，
生産量，役畜，耕地，収入の「5 定」，統一採算，統一管理，統一分配の「3 統一」，生
                                                   






















1981 年の第 6 生産隊の総人口は 135 人である。総労働力は 27.529人であり，うち牧畜
業における労働力（家畜の放牧をする人であり，牛の放牧と羊の放牧が各 1 人である。
以下，放牧人と称する）は 2 人，車夫（現在の運転手に相当するが，当時は馬車あるい
は牛車である）は 1 人，生産大隊に属す労働力は 2.5 人，耕種農業における労働力は 22
人（うち役畜の放牧をする人は 1 人）である。また，作業組の実際の耕作面積が計画請




1981 年の生産隊の計画では，生産隊の農業総収入は 1 万 2,096 元とされ，その収入の
64％を請負作業組へ配分するとされた。農業総収入の内訳は，食糧作物収入が 7,686元，
経済作物（主にトウゴマ）収入が 3,080 元，牧畜業の収入が 1,200 元，その他収入が 130
元である。 
耕種農業生産において，役畜は 4 頭，計画請負耕地面積は 40.5 ヘクタールとされた。
計画請負耕地における，食糧作物の生産任務は生産量で，経済作物の生産任務は生産額
で定められた。 
                                                   






り振った。耕種農業組全体の食糧作物生産任務は 42.7 トン，労働力 1 人当たりの生産
任務は 1.94 トン（労働力は 22 人）であり，生産隊幹部30と役畜の放牧を行う放牧人31の
任務を差し引くと，労働力 1 人当たりの生産任務は 2.3 トン（労働力は 18.5 人）にな
る。食糧作物生産任務における労働力 1 人当たり 2.3 トンの提出に関して，収穫後 1.5
㌔の提出に対して 1 点が加点される。超過生産の場合，超過生産した食糧が労働力毎に
全部奨励され，点数計算を行わない。逆に食糧作物生産任務を達成できなかった場合，
1.5 ㌔当たり 1 点が減点される。 
経済作物生産額任務は，労働力 1 人当たり 140 元であり，生産隊幹部と役畜の放牧を
行う放牧人の任務を差し引くと，労働力 1 人当たり 166 元となる。経済作物生産額にお
ける労働力 1 人当たり 166 元の提出に関して，秋になると 0.166 元の提出に対して 1 点
が加点され，超過生産額は全額奨励され，点数計算を行わない。逆に経済作物生産任務

















任務も課せられ，労働力 1 人当たり 1 トンとされ，15 ㌔の供出に対して 1.2 点が加点さ
れる。超過供出 0.5 ㌔当たり 0.03 元が奨励される。逆に任務を達成できなかった場合，
0.5 ㌔当たり 0.03 元の罰金が課せられる。同様に，アワの茎稈（家畜飼育において牧草





は 18.5 人（労働力 22 人－幹部 3 人－役畜放牧人 0.5 人=18.5 人）である。 
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と同様な扱い）も供出任務とされ，労働力 1 人当たり 150 ㌔とされ，5 ㌔の提出に対し
て 0.6 点が加点される。逆に任務を達成できなかった場合，5 ㌔当たり 0.6 元の罰金が
課せられる。また，堆肥（主に家畜の糞）集めも任務とされ，労働力 1 人当たり 30 車
両とし，車両当たり 3.5 点が加点される。集めた堆肥を畑に運んだ場合，車両当たり 1
点が加点され，運んだ堆肥を畑に撒くと 5 点が加点される。逆に任務を達成できなかっ
た場合，車両当たり 3.5 点が減点される。 
それ以外に，労働力 1 人当たりに義務労働も課せられ，その内訳は社会義務労働（旗
レベルの労働）が 50 点，社内義務労働（人民公社レベルの労働）は 70 点とされた。社
会義務労働において，労働力 1 人当たり 1 日欠席した場合 3.5 元，大車両は 1 日欠席し
た場合 18 元の罰金が課せられる。社内義務労働において，労働力 1 人当たり 1 日欠席
した場合 2.5 元，大車両は 1 日欠席した場合，15元の罰金が課せられる。 
最後に，生産隊は生産費用を負担する（「1 包」）のみならず，農具費用も負担すると
された。その内訳は，犂１つとスコップ 6 個は 7.8 元，鞭は 1.5 元，袋（繊維）は 4.5
元，その他農具は 1 元，合計 14.8 元である。 
 一方，牧畜業生産において，牛の死亡比率を飼育頭数の 5％とし，死亡比率が 5％を
超えなければ放牧人に 80 元の奨励があり，逆に死亡比率が 5％を超えれば牛（死亡す
る前の相場）に下取り価格をつけ，その価格の 50％を放牧人が生産隊に支払う。小牛の
生存比率を生まれた子牛の 55％とし，その比率を超える生存した小牛 1 頭当たり，放
牧人に 20 元の奨励があり，逆に生存比率が 55％に達していなかった場合，死亡した小
牛 1 頭当たり 10 元の罰金が課せられる。衰弱老化した牛の飼育比率を 15％とし，その
比率を超える牛の飼育 1 頭当たり，放牧人に毎日 2 点が加点され，毎日 0.5 ㌔の飼料
（飼料といっても牧草である）が支給される。衰弱した小牛を飼育した場合 1 年間に 50
点が加点され，5 ㌔の牧草が支給される。とくに役畜を故意に死亡させた場合，放牧人
が全額を賠償する。それ以外に，盗難や事故などがなかった場合，放牧人に 120 元の奨
励がある。生産隊保有の牛の飼育費用として，放牧人に 1 年に防水靴 2 足，3 年にカッ
パ 1 つを支給する。 
 羊の死亡比率を飼育頭数の 7％とし，死亡比率が 7％を超えなければ放牧人に 16 元の
奨励があり，逆に死亡比率が 7％を超えれば 8 元の罰金が課せられる。小羊の生存比率
を生まれた子羊の 80％とし，その比率を超える生存した小羊を放牧人に全部奨励する。
逆に生存比率が 80％に達していなかった場合，小羊 1 頭当たり 4 元の罰金が課せられ
る。衰弱老化した羊の飼育比率を 20％とし，その比率を超える羊の飼育 1 頭当たり放
牧人に 1 年間 30 点が加点され，1 頭当たり 0.25 ㌔の飼料，2.5 ㌔の牧草が支給される。
生産隊は羊 1 頭当たり 1 年間に 75～100 ㌔の牧草を支給する。それ以外に盗難や事故な
どがなかった場合，放牧人に羊 1 頭の奨励がある。生産隊保有の羊の飼育費用として，
放牧人に 1 年に防水靴 2 足（14 元），3 年にカッパ 1 つ（24 元）支給する。それ以外に，
灯油費（7.6 元），敷布団 1 つ（3.6 元），2 年に搾乳用バケツ 1 つ（6 元），2 年に洗面用
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ボウル 1 つ（3.5 元），1 年に石鹸 2 つ（0.92 元），タオル 2 枚（1.2 元），その他費用が
10 元，合計 71 元となる。 
放牧人は通年，牛（馬と一緒に放牧する）が 1 人，羊（山羊と一緒に放牧する）が 2
人である。ただし，羊の分娩期や羊毛の刈り取り作業（牧畜業における農繁期）の時に，
耕種農業組の労働力がこれらの作業を手伝う。羊の搾乳作業，羊の分娩手伝い，羊舎の
守衛（夜羊を舎に戻した後，面倒をみる人）などは一律に 1 日当たり 7.2 点が加点され
る。羊毛の刈り取り作業は，羊毛 0.5 ㌔当たり 0.4 点が加点される。牛の搾乳作業は 1












1982 年 6 月末に，調査生産大隊の総土地面積は 2,890 ヘクタールであり，そのうち，
林地面積は約 102 ヘクタールで，草原面積は約 2,300 ヘクタールである。草原面積のう
ち，採草地面積は 166.7 ヘクタールであり，放牧可能地（劣等地や砂漠などを含む）面
積は 2133.3 ヘクタールである。耕地面積は 387.1ヘクタールであり，そのうち生産大隊
の耕地面積は 297.7 ヘクタールであり，総耕地面積の 76.9％を占める。社員（現在の農
家）の自留地は 89.4 ヘクタールであり，総耕地面積の 23.1％を占める。 
表 6-2 には，「各戸請負制」導入以前の各生産隊の概況および農業状況を示した。表
6-2 によれば，調査生産大隊の総世帯数は 153 戸，総人口は 908 人，労働力は 234 人で
ある。 
他方，生産大隊の大家畜所有数は 122 頭であり，大家畜総数 946 頭の 12.9％を占める
のみである。残りの 87.1％の大家畜は社員の自留畜であった。生産大隊の小家畜所有数
は 223 頭であり，小家畜総数の 33.7％を占める。残りの 66.3％の小家畜は社員の自留畜
であった。大小家畜や豚を問わず，家畜飼育頭数（2,017 頭）でみた場合，生産大隊所



























生産隊 自留地 生産隊 自留畜 生産隊 自留畜 自留畜 自留畜
生産隊1 29 154 44 49.7 14.9 20 133 41 58 68 278
生産隊2 23 154 38 50.7 15.2 9 139 10 80 67 242
生産隊3 25 140 36 46.7 14.0 28 118 60 55 70 232
生産隊4 29 162 40 53.0 15.9 30 160 28 56 71 333
生産隊5 27 170 40 55.0 16.5 12 153 28 125 82 225
生産隊6 20 128 36 42.7 12.8 23 121 56 65 51 220
生産大隊 153 908 234 297.7 89.4 122 824 223 439 409 1,530



























表 6-3 には，1982 年 8 月 1 日の「各戸請負制」導入の際の，生産隊と社員の契約状況

























トウモロコシ 4.05 社会義務労働 5 2 0
15 公積金 7.2 コウリャン 4.05 造林義務労働 7 2.5
15 公益金 21.6 アワ 社内義務労働 2 1.5 75
管理費 36.6 大豆 45.1
1 270 その他費用 9.6 キビ 2 451.13
ソバ 2
45.11
















































の場合，役畜は牛であり，下取り価格が 270 元であった。なお，家畜には，表 6-3 の大
家畜以外に，小家畜が含まれ，小家畜 10 頭=大家畜 1 頭として換算された。表 6-2 によ
れば，配分される家畜は，大家畜単位で 122+223÷10=144.3 頭となる。そのため，契約
書に小家畜は，大家畜として配分されたことになる。家畜の質にはばらつきがあり，ラ
ンクが付けられ，下取り価格がランクにより異なり，240 元，270 元，300 元とされた。
従って，小家畜の下取り価格は，ランクにより一頭当たり 24 元，27 元，30 元というこ




支払えば，役畜が配分された。残りの金額は，当該年度を含み，3 年以内（2 年目と 3 年
目は 30％）に生産隊に支払うとされた。表 6-3 の場合，役畜の下取り価格が 270 元であ












くとも 4 戸の社員が 1 組となり，作業組をつくり，共同作業を行うのが一般的であっ
た。その内訳は，2 戸の社員が各自役畜を 1 頭ずつ出し，1 戸の社員が車両を出し，1 戸






2.5 元となり，表 6-3 の場合，請負耕地面積は 30ムーであることから，賦課金合計は 75
元となる。一方，賦課金は 1 人当たりで換算した場合，公積金が 1.2 元，公益金が 3.6
元，管理費が 6.1 元，その他費用が 1.6 元となり，表 6-3 の場合，人口が 6 人であるこ
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人民公社レベルでの義務労働である。1 年間における義務労働の合計は，労働力 1 人当
たり 7 日間とされた。仮に義務労働を病気などの何かの理由で提供できなかった場合，
労働の代わりに代金（現金換算）を支払えばよいとされた。社会義務労働は１日当たり
2 元，社内義務労働は１日当たり 1.5 元とされた。 
造林義務労働は，主に農家が所属する生産大隊に木を植えるために義務労働を提供す
ることである。1 年間における造林義務労働は，労働力 1 人当たり 7 日間とされた。造
林義務労働の現金換算も可能とされ，労働力 1 人が 1 日当たり 2.5 元とされた。1982 年




すなわち，義務労働は，労働力 1 人当たり社会義務労働と社内義務労働の合計が 7 日
間，造林義務労働が 7 日間である。表 6-3 の場合，労働力は 2 人であるから，この農家
の一年間の義務労働は，合計 28 日となる。 
3 つ目は，農家が生産隊に供出する食糧である。1982 年当時，主に生産されていた食
糧作物は，トウモロコシ，コウリャン，アワ，大豆，キビ，ソバなどであった。「各戸請
負制」導入後は，農家が何を植えるかは自由であったが，請負耕地 1 ムー当たり 0.4 ㌔
の食糧供出任務が課された。表 6-3 の場合，請負耕地が 30 ムーであるから，食糧供出






「各戸請負制」導入にともなう，借金の返済率は毎年 10％とされた。表 6-3 の場合，借








40％を支払う必要があった。また，食糧供出は任務とされ，1 ムー当たり 0.4 ㌔を供出
する約束であった。さらに，義務労働が課せられた。表 6-3 の場合，賦課金合計は 75
元，借金の 10％の返済金は 45.11 元，役畜下取り価格の 40％は 108 元であり，1982 年
に，農家が生産隊に支払う現金の合計は 228.11 元となり，食糧供出任務は 12.1 ㌔であ
った。 
ただし，「各戸請負制」は，1982 年 8 月に導入されたことから，農家が請け負った耕
地は，すでに播種されていて，実際に配分されたのは苗揃いの畑であった。この生産隊
の慣例では，畑作においてトウモロコシや大豆の種まきは 5 月 1 日～20 日までの間に
行われ，その他の雑穀や豆類の種まきは 6 月 1 日～20 日までとなっている。 
 なお，表 6-2 に示したように，調査生産大隊には，1982 年 6 月の時点で 6 つの生産隊
があったが，8 月に 3 つの生産隊に再編された。すなわち，従来の第 1 生産隊と第 4 生
産隊が新たな第 1 生産隊に，第 2 生産隊と第 5 生産隊が新たな第 2 生産隊に，第 3 生産
隊と第 6 生産隊が新たな第 3 生産隊に，それぞれ合併された。各生産隊は隊長 1 人，会












①成長した林の請負方法：現在，生産大隊には成長した森林が 1,000 本あり，1 つの
農家に請負させる。請負期間は 5 年間とし，木に関する手入れおよび収益の割合は，
生産大隊：請負農家=9：1 とする。農家が請負った後，木 1 本の紛失に関して請負






②半ば成長した林の請負：現在，生産大隊には半ば成長した林が 2,100 本あり，1 つの
農家に請負させる。請負期間を 10 年間とし，木に関する手入れおよび保全の割合
は，生産大隊：請負農家=6：4 とする。請負農家は 1980 年から管理し始め，毎年 1
回生産大隊による検査受ける。林木 1 本の紛失に関して請負農家に 5 元の罰金が課




③植林直後（１～3 年）林の請負：現在，生産大隊には植林直後の林が 10 ヘクタール
あり，5 カ所（各 2 ヘクタール）に分かれており，5 つの農家に請負させる。請負
期間を 10 年間とし，木に関する手入れおよび収益の割合は，生産大隊：請負農家
=5：5 とする。10 年後の生産大隊保有を 8,000 本とし，残りの本は請負農家に属す。









⑤育苗の請負：1983 年に育苗面積を 1.33 ヘクタールとし，1 つの農家に請け負わせ
る。0.067 ヘクタール当たりの投資金額を 30 元とし，木の苗を生産大隊が提供し，
秋になった後 0.067 ヘクタール当たり 7,000 本を確実に生存させ，苗の長さは 1.3m
でなければならない。年末に生産大隊に対して 14 万本を供出し，残りの本はすべ
て請負農家に属す。ただし，この場合，残りの本を生産大隊が全部買い取り，本現
物ではなく現金に換算して支払う。0.067 ヘクタール当たり 7,000 本に達していな
ければ，１本当たり 0.01 元の罰金が課せられる。その年に農家が萌条を全部植えつ
ければ 300 元が奨励され，秋の審査に合格すれば同様に 300 元が奨励される。請負
期間は 1983 年 1 月 1 日～1984 年 5 月 1 日の 1 年 4 カ月とする。 
⑥封山育林：生産大隊南側の坨子地（二等地）に封山育林，育草を行い，2 年以内に木
の苗を植える。固定かつ専門の保林員を 1 名配置し，保林員に馬 1 頭を与える。保
林員の報酬に関して，1 年間の保全状況をみて総合的に判断する。 




0.5 ヘクタールとし，農家 1 世帯当たりの平均面積を 2 ヘクタールとし，生産大隊
の人口は 388 人であるから造林面積は 194 ヘクタールとなる。林地の所有権は生産
大隊に属し，林材（間伐材），牧草などの副産物は請負った農家に属す。ただし，請
負った造林地では，耕作を行ってはならず，砂漠にしてはならない。植被率を 50％





はならず，もし放牧を行った場合，牧草 1 束当たり 1 元の罰金が課せられる。幼木を１
本盗んだ場合 10 元，成長した木を 1 本盗んだ場合 20 元の罰金が，それぞれ課せられ
る。また，家畜（放牧人が責任を問われる）と人間を問わず，林地の周りの柵を壊した








 1983 年の調査ガチャーの概況は，表 6-4 に示した通りである。「各戸請負制」導入前
と比べて，農家が所有する車両が急増したことがわかる。いうまでもなく，車両は農業
生産および生活において不可欠な農具であった。 
同年に，草原における採草地面積は，166.7 ヘクタールであり，第 5 章で述べたよう
に，耕地の請負に 1 年遅れて（1983 年から），農家単位で請負され，農家１世帯当たり
約 1.1 ヘクタールの採草地の配分を受けた。採草地における第 1 期請負期間は耕地と同
じように 15 年間とされ，放牧地は引き続き共同利用された。 
 
 
世帯数 総人口 労働力 車両 総面積 耕地面積 林地面積
大家畜 小家畜 採草地 放牧地











採草地の請負は，1998 年をもって第 1 期請負が満期となり，1998 年から第 2 期請負
が始まり，請負期間は 30 年間とされた。ただし，採草地の第 2 期請負面積単位は，1 人
当たり 3 ムーとされた。同様に放牧地も 1 人当たり 3 ムーとされたが，引き続き共同利
用されている。 









表 6-5 には，1983 年の調査生産大隊の農作物生産状況を示した。農作物は人民公社期
と同じように食糧作物と経済作物に大別される。食糧作物の中心となるのは，トウモロ
コシが 55.3 ヘクタール，コウリャンが 57.3 ヘクタール，ソバが 44.3 ヘクタール，キビ
が 45.1 ヘクタールであった。そのほか，アワが 11.5 ヘクタール，イモ類が 4.1 ヘクタ
ール，緑豆が 10.3 ヘクタール，大豆が 21.6 ヘクタール，その他雑穀が 9.3 ヘクタール




作付面積 生産量 単収 作付面積 生産量 単収
トウモロコシ 55.3 96,806.5 1,749.5 トウゴマ 30.0 23,857.5 795.3
コウリャン 57.3 112,903.5 1,971.5 煙草 1.7 600.0 360.0
ソバ 44.3 38,704.0 873.0 瓜 13.0 3,606.0 277.4
キビ 45.1 62,564.0 1,388.3 野菜 6.5 222,500.0 34,407.2
大豆 21.6 25,928.0 1,200.4
アワ 11.5 29,635.0 2,584.4
緑豆 10.3 8,948.0 865.9
イモ類 4.1 3,944.0 954.2
その他雑穀 9.3 8,305.5 896.3










とみてよい。化学肥料使用量は，120 ㌔しかなく，追肥面積はわずか 1.1 ヘクタールで
あった。農薬使用量も 25 ㌔に止まっており，散布面積の統計は取れない。一方，家畜





れていた。野菜の作付面積は 6.5 ヘクタールであり，生産量は 222.5 トンに達した。し
かし，ガチャー委員会への聞き取り調査によれば，野菜のほとんどは調査ガチャー内で
消費され，煙草も同様であった。 
表 6-6 には，1983 年の調査ガチャーの家畜飼育状況を示した。 
1983 年当時，総世帯数 153 戸のうち，150 戸が家畜の飼育を行っていた。「各戸請負
制」導入後は家畜の放牧方法に 3 つのパターンが生まれた。 
第一に，家畜飼育農家が自ら家畜の放牧を行わず，専門の放牧人に預けるパターンで
ある。このパターンに当てはまるのは，家畜飼育頭数が 10 頭以下の世帯（86 戸）と 11




牧人は 1 年に 3 日（正月）しか休みが取れず，相当厳しい仕事である。また，家畜の特
性に応じて，１人の放牧人が放牧できる家畜頭数は，牛の場合は 200 頭，羊と山羊や馬





馬 74 153 割合
牛 781 うち家畜飼育世帯数 150 100.0
ロバ 119 86 57.3
羊 609 54 36.0
山羊 61 8 5.3
豚 409 0 0.0



















































 次に，表 6-7 には，1986 年の農牧林および総生産額執行計画を示した。 
1986 年の農作物総作付面積は 282.3 ヘクタールである。そのうち食糧作付面積は 188
ヘクタールであり，トウモロコシが 65.8 ヘクタール，大豆が 15.3 ヘクタール，その他
作物は 106.9 ヘクタールである。経済作物作付面積は 94.3 ヘクタールである。農業総生






て 1 人当たり 5 ムーを堅持し，土地開墾を禁止する。それと同時に砂漠化を防止し，耕
地の退化を防ぐことに力を入れる（ガチャー委員会資料，1986 年 1 月 25 日「額莫勒蘇
木 1986 年工作計画」）。 
しかし，このようなしっかりした計画があるのにも関わらず，1986 年までには食糧
不足問題（表 6-8）を完全に解決できなかった。1986 年 11 月の時点での食糧保有量は
約 102 トンであり，1987 年の不足する食糧は 59 トンとされた。 
 
 
食糧作物 経済作物 人工牧草 人工牧草
作付面積 生産量 作付面積 生産量 作付面積 生産量
トウモロコシ 65.8 146,400 油糧作物 81.7 61,300 サイレージ 26.5 397,000
大豆 15.3 23,750 その他 12.6 その他 8.8
その他 106.9 111,850




大小家畜 大家畜 うち牛 小家畜 うち羊 豚
1,075 827 678 248 226 673
1986年計画





















表 6-8 には，不足する食糧を含む農家の 1986 年現在の保有している財産を示した。 
家産をみてみると，テレビと自転車の保有台数は各 18 台であり，全体の 12％の世帯
が保有していることになる。ミシンは生活必需品であるにも関わらず保有台数は 72 台
であり，全体の 48％の世帯が保有しているにすぎない。洗濯機は，1986 年の時点では
全ガチャーで 1 台のみである。 
 表 6-9 には，政府による 1987 年の農牧林業および総生産額執行計画を示した。 









ロコシを必ず 5 月 10 日までに播種しなければならないうえに，1 ムー当たりの本数が








テレビ 洗濯機 自転車 ミシン 馬 牛 ロバ 羊
戸 kg
820 158 149 18 1 18 72 101,615.5 523 96 23 118
11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月




















 1987 年の牧畜業において，大小家畜の飼育頭数は 914 頭とされ，そのうち販売頭数
116 頭とされた。羊毛は 590 ㌔，乳牛は 1 万 1,000 ㌔とされた。これらの畜産物販売と
家畜販売を合わせれば，牧畜業の総粗収益は 7 万 7,490 元とされた。林業から得られる
粗収入は 2,250 元であり，郷鎮企業から得られる粗収入は 3 万 5,000 元であった。これ
らの粗収入に耕種農業農業から得られる粗収入を加えれば，農牧林業から得られる粗収
入は 38 万 1,181 元となる。1987 年の人口は 949人であることから，1987 年の 1 人当た
りの粗収入は 401.2 元となる。 
表 6-10 には，2000 年 6 月末から 2001 年 6 月末までの家畜飼育状況を示した。一年を
通じて総家畜頭数は 284 頭増加しており，それがほぼ小家畜の増加によるものである。
牛の繁殖数と買入の合計は 161 頭であったが，販売数はそれを超えて 184 頭であった。
馬の繁殖数と買入の合計は 24 頭であったが，販売されていない。結果として，大家畜
食糧作物 経済作物 人口牧草
作付面積 生産量 販売金額 作付面積 生産量 販売金額 作付面積 生産量
トウモロコシ 126.5 332,150 99,645 トウゴマ 56.6 70,500 66,560 サイレージ 19.1 200,000
大豆 19.3 19,830 16,657 ヒマワリ 6.7 866.7 5200 牧草 11.4 4360.5
雑穀 107.2 136,000 48,960
合計 253 487,980 165,262 63.6 71,367 71,760 30.5 204,361
大小家畜 大家畜 うち牛 小家畜 うち羊 豚
914 730 608 184 160 397
116 84 65 208 590.0 11,000.0
34,050 27,400 2,100 31,200 3,540 6,600 77,490
造林面積 育苗面積 封沙育林 育林保全 林業収入 食糧加工 商店 タマゴ 野菜 運送 合計
46.7 1 66.7 20 2,250 5,000 10,000 3,000 3,000 14,000 35,000
総人口 うち漢族 耕種農業 牧畜業 郷鎮企業 林業 その他
949 25 237,022 77,490 35,000 2,250 29,419


























の期内の飼育頭数は 10 頭の減少に止まっている。小家畜の繁殖数は 359 頭であるが，
買入がなく，販売数は 49 頭に止まり，26 頭が自給用に屠殺された。豚の飼育頭数に大
きな変化はなかったが，繁殖数は 340 頭である。期内減少の内訳は，63 頭が死亡してお
り，156 頭が自給用に屠殺され，111 頭が販売された。 
 このガチャーでは，大家畜が自給用に回されることは，ほとんど存在しない。自給用







役畜の頭数は 370 頭であり，ガチャーでは 2 頭の役畜が 1 つの犂を引くため，185 個
の犂が存在していると考えられる。すなわち，204 戸のうち 185 世帯の農家は役畜によ
る農耕を行っていることになる。実際に，2002 年のガチャーの農業用トラクター台数
は，19 台（車船税は一年：60 元/1 台である）であり，残りの農家数と一致する（ガチ




繁殖数 買入 死亡 自給用 販売 母畜 役畜 種畜
2,083 2,367 284 828 56 72 182 346 586 370 28
1,536 1,810 274 488 56 9 26 235 308 370 23
903 893 -10 129 56 9 0 186 164 370 3
牛 627 595 -32 113 48 9 0 184 138 88 0
馬 262 286 24 16 8 0 0 0 26 270 3
ロバ 9 7 -2 0 0 0 0 2 0 7 0
ラバ 5 5 0 0 0 0 0 0 0 5 0
633 917 284 359 0 0 26 49 359 × 20
羊 325 456 131 144 0 0 13 0 144 × 10
山羊 308 461 153 215 0 0 13 49 215 × 10





















2001 年の総人口は 859 人であり，うち労働力は 187 人である。総世帯数は 204 戸で
あり，うち家畜大小家畜を飼育している世帯は，194 戸であった。大小家畜の飼育頭数
規模は，１～50 頭の世帯は 189 戸であり，51～100 頭の世帯は 3 戸であり，101～150 頭
の世帯は 2 戸である。一方，204 世帯はすべて豚を飼育しており，飼育規模が１～5 頭
の世帯は 179 戸であり，6～10 頭の世帯は 25 戸である（ガチャー委員会資料，2001 年
6 月 25 日「牲畜頭数表」）。 
表 6-11 には，2001 年の耕種農業生産状況を示した。2001 年には，農作物作付面積は
453.3 ヘクタールまで増加しており，食糧作物作付面積と経済作物作付面積の割合は，
8.5：1.5 となった。とくにトウモロコシの作付面積は 240 ヘクタールとなり，総作付面
積に占める割合が 52.9％となった。トウモロコシの単位面積当たりの収量は，他の雑穀
や豆類，薯類と比べて，圧倒的に高く，１ヘクタール当たり 3.3 トンとなった。 
 生産量において，2001 年の食糧作物生産量は 880.75 トンに達した。うちトウモロコ








れ，各ガチャーに配分した。調査ガチャーの 1987 年の化学肥料投入は 4,275 ㌔とされ
た。一方，優良品種はトウモロコシ，コウリャン，大豆に限られた。トウモロコシ種子
は 3,125 ㌔，コウリャン種子は 300 ㌔，大豆種子 400 ㌔とされた（1986 年「化学肥料，
種子，ヒマワリ予約買付手付金分配表」）。 
春小麦 トウモロコシ アワ コウリャン キビ ソバ 大豆 緑豆
作付面積 6.7 240.0 20.0 20.0 20.0 26.7 13.3 26.7 13.3 26.7 40.0 453.3
（割合） 1.5 52.9 4.4 4.4 4.4 5.9 2.9 5.9 2.9 5.9 8.8 (100.0)
単収 0.8 3.3 0.8 1.1 0.6 0.6 0.8 0.4 n.a. n.a. n.a. 1.9
生産量 5 792 15 22.5 11.25 15 10 10 n.a. n.a. n.a. 880.75










1989年の化学肥料は 1万 750㌔とされた（1989年 3月 30日「第一回分配化学肥料」）。
この年から春の種まき時期に化学肥料の一部を配分し，6 月に追肥として残りの化学肥
料を配分するとされた。化学肥料の追肥に関して，蘇木政府は 1989 年 6 月 6 日にホル
チン左翼後旗政府の通知の精神に基づき，議論した結果，各ガチャーが 6 月 10 日まで
に化学肥料の買付金（金額 6 万 4,700 元）を支払わないと，化学肥料を引き渡すことは
できないとされた。1989 年の化学肥料追肥計画面積は，総耕地面積の 40％とされた。
また，1989 年の食糧の契約買付（「合同定購」）任務は高粱が 5,000 ㌔とされ，1 ㌔当た
りの買付価格は 1 元とされた。（1989 年「関於下達 1989 年糧油合同定購任務的通知」）。 
1991 年の調査ガチャーの化学肥料は 3 トンとされた。蘇木政府と信用合作社が先に
お金を支払い，化学肥料を購入してくる。さらにガチャー委員会に分配する仕組みであ
る。1992 年の化学肥料は 8,500 ㌔とされ，トウモロコシ種子は 3,000 ㌔とされた（1992
年 4 月 8 日「関於分配玉米種子，化学肥料的通知」）。また，同年 6 月に農家が化学肥料
を買える資金があれば，6,000 ㌔追加配分するとされた（1992 年 7 月 5 日「関於分配追
肥指標的通知」）。 
1996 年の化学肥料は 8,000 ㌔とされた（1996 年 4 月 25 日「関於分配化学肥料指標的
通知」）。同年に水害による自然災害が発生しているため，化学肥料の仕入も大幅に縮小
したと考えられる。そのため，この年に食糧の計画配給を受け，トウモロコシ（18％の














牧畜業税が課せられるようになった。表 6-12 に賦課金を含む税金の種類を示した。 































項目 数量 基準（元） 金額 注
公積金 5 40
三提 8 64



























よび本ガチャー牧民（請負者の名前）は，1986 年 12 月 1 日に契約した公積金，三提，
草原管理費，代金，家畜税，家畜代金を必ず 5 年間で分割して返済しなければならない。 
 




う。1,000 元以下 500 元以上の場合，10％の利息で返済してもらう。500 元以下の
場合，20％の利息で返済してもらう。 
 





④ガチャー委員会は農家に 1 人当たり 5 元の公積金を徴収できる。三提は一人当たり
13 元を超えてはならない。農家はガチャー委員会に対して毎年 11 月 25 日までに
公積金，三提，代金，牧畜業税，未払金，家畜代金，草原管理費などの「古い借金」

























幹部は 3 人おり，その手当は 1 人当たり 665 元/年であり，合計 1,995 元となる。幹部
手当は「三提」のなかの管理費から支払われる。同様にガチャー委員会の事務費や守衛
手当（450 元/年），電気工手当（600 元/年）も管理費のなかから支払われる。無職者手
当は年間に 200 元であり，無職が 7 人であるため，合計 1,400 元となる。軍人家族手当
は 600 元である。軍人家族手当は後に，蘇木政府に納める「五統」に含まれる軍人家族
や遺族に対する優待慰問経費となる。調査ガチャーには，民辧教師（公務員の資格を持
たない教師）が 4 人おり，年間の手当は 1 人当たり 500 元であり，合計 2,000 元となる。
その他費用は年間に 1,500 元とされ，1 年間のガチャー委員会の支出は 8,545 元となる。





一方，農村の学校や義務教育に関して，1986 年 4 月に中華人民共和国第 6 期全国人





1989 年の調査ガチャーにおける民辧教師は 5 人となり，1 人当たりの報酬は 658.8 元
とされた。ガチャー全体で負担する教育費は合計 3,294 元となった（ガチャー委員会資








この決定に従い，蘇木政府は，農牧民 1 人当たりから教育基金を 5 元徴収するとした
（ガチャー委員会資料，1992 年「関於籌措農村学校辧学経費的通知」）。1992 年の調査
ガチャーの人口は 985 人であるから，教育基金徴収額は 4,925 元となる。また，学生を
保有する世帯から，個別に教育基金を徴収するとされた。個別教育基金は高校生一学期
15 元，中学生は一学期 10 元，小学生は一学期 5 元とされた。教育基金の運営機関は欧
里営業所（信用社）であるとされた。 
上述したような賦課金以外に，義務労働も継続された。1987 年の義務労働に関して，




義務労働は，労働力当たり 5 日とされた。 
 手当を受ける人員は，主にガチャー委員会の幹部であり，合計 5 人とされた。ガチャ
ー委員会幹部は 3 人であり，1 日当たりの手当は 3.5 元，村民小組幹部は 2 人であり，
1 日当たりの手当は 2.7 元とされた。 
義務労働は，1988 年から現金支払いになり，労働力 1 人当たり 10 元とされた。それ
が「建勤工徴収代金」と呼ばれた。1988 年のガチャーの労働力は 176 人であったので，
「建勤工徴収代金」の合計が 1,760 元となる。ある意味では，「建勤工徴収代金」は，労
働力に関する人頭税である。労働力のみならず，車両も代金を徴収された。車両 1 台当
たり 6 元とされ，1988 年のガチャー農家の保有車両台数は 137 台であったことから，
車両代金の合計は 822 元となる。もちろん，車両を保有していない農家は徴収対象には
ならなかった（ガチャー委員会資料，1988 年 11 月 1 日「1988 年建勤工徴収代金計算核
定任務表」）。 
1990 年の「建勤工徴収代金」は，労働力 186 人×10 元=1,860 元であった。車両 125 台
×6 元=750 元であった（ガチャー委員会資料，1990 年 4 月 24 日「1990 年建勤工徴収代
金計算核定任務表」）。 
「建勤工徴収代金」は，1995 年から労働力 1 人当たり 20 元となった。同様に畜力大
車は 12 元から 24 元となり，畜力小車は 6 元から 12 元となった。乗用車は 128～256 元
とされ，農業用トラクターは馬力の違いにより 100～200 元とされ，小四輪車は 24 元，
小三輪車は 12 元とされた。この規定は 1995 年 1 月 1 日から施行された（1995 年 2 月
27 日「関於調整建勤民工代金徴収標準及管理方法的決定」）。 
 1995 年に調査ガチャーから蘇木政府まで電話を敷設するため，電話敷設費として
2,090 元が徴収された（1995 年 12 月 2 日「関於程控電話籌資的緊急通知」）。1996 年に






りである（1995 年 12 月 5 日「関於五項統籌資金的落実通知」）。 
 
①郷村二級辧校費（蘇木およびガチャーレベルの学校運営費），1 人当たり 2 元であ
る。 
②計画出産費（計画出産の費用），1 人当たり 1 元である。 
③軍人家族手当と敬老費（軍人家族や遺族に対する優待慰問経費と敬老院運営費）， 
1 人当たり 2 元であり，うち敬老院経費が 0.5 元である。  




年に以下のような政策が蘇木政府によって出された。1999 年 12 月 25 日以降の税金未
納に関して，滞納金を 10％上乗せする。ガチャー委員会の幹部達は税金関係の仕事を
最優先にし，それが終わらなければ，ほかの仕事をしてはいけない（ガチャー委員会資
料，1999 年「関於催交農牧業税的有関決定」）。それに，遅くても 2000 年 6 月 10 日ま
でに各種税金を支払い終わらないとガチャー委員会の党書記，ガチャーダ（村長），会
計係を免職にするとされた（2000 年 11 月 4 日「関於下達 2000 年財税任務的通知」）。 
 
4.2 ガチャー財政における 1991 年の事例 
 





























なお，1991 年のガチャー委員会の財政状況は，農家の家畜代金の未払金が 7,617 元で
あり，人民公社時代における借金が 7 万 3,772.5 元であった。つまり，ガチャー委員会
が農家から徴収できていない未払金の合計は 8 万 1389.5 元となる。それに，集団固定
資産として 20 万元相当の林地があった。 
 住宅に関する税金は以下の通りである。国務院，内モンゴル土地法，ホルチン左翼後
旗土地管理局の規定および指示に従い，農村人民の住宅地面積は 26.4×5ｍとし，超過面
積に関して 1 ムー当たり 40 元の罰金を課す。住宅に関して，2 間は 5 元，3 間は 7.5 元，
4 間は 10 元徴収する。1990 年の新築は 120 元徴収する（1991 年 3 月 1 日「関於土地交
納税収的通知」）。 
 一方，ガチャー委員会は以下の項目の資金を契約に入れて徴収しなければならないと
された。敬老院経費は 1 人当たり 0.5 元，治安費（招警経費）は 1 人当たり 0.6 元，学
校経営費は 1 人当たり 3 元，育林費は 1 人当たり 1 元，飼料費（会議参加者の馬の飼
料）は各ガチャー100 元，草原管理費の 50％を蘇木政府に提出しなければならない。ガ
チャー委員会に残した 50％の草原管理費のなかから，蘇木獣医ステーションに家畜 1
頭当たり 1.5 元の防疫費を支払うとされた。さらに，蘇木政府は，公益金として 1 人当
たり 1 元を徴収する。徴収する人口は 4 月 1 日の数を基準とし，家畜は 6 月末の数を基
準とする（ガチャー委員会資料，1991 年 4 月 9 日「関於抽集敬老院経費籌項資金的通
知」）。 
 その他の賦課金に関して，1991 年から文体経費を徴収する。文体経費とは，党の文芸
政策を農牧民に伝えるための費用である。徴収標準は 1 人当たり 1 元とし，公益金から
支出する（1991 年 8 月 16 日「関於籌集文体経費的通知」）。また，電気工報酬として 1
世帯当たり 7 元を徴収し，ガチャー委員会から専用道具費を 80 元支払わなければなら
ない。電気 1 度当たり 0.3 元（電気代）とし，電線の修理費は，ガチャー委員会が負担








木内で募金および支援物資を集める活動を行い，国家公務員は 1 人当たり 5 元，農村党



























し，農業税と「承包費」のみを徴収してよい。1 人当たりの面積は 5 ムーとする。「承包
費」と農業税以外の各種費用（義務労働を含む）は一切徴収してはならない。この決定















ー当たり 25 元，二等地 1 ムー当たり 20 元，三等地 1 ムー当たり 15 元である。農家の
自留地は基準（26.4×5ｍ，ただし，木を植えていれば問題ない。その場合，1 ムー当た
り木が 44 本以上あることが必須条件である）を超えた場合，その超過部分を「口糧田」
とみなし，それが 2 ムーを超えたら残りの耕地を「承包田」とみなす。 
水田の場合も 2 ムーを「口糧田」とし，残りの水田を全部「承包田」とみなす。ただ
















50頭以下 50頭以上 15頭以下 15頭以上 20頭以下 20頭以上 6頭以下 6頭以上





































する。小車両は 6 元を徴収する。三項経費は，敬老院は 1 人当たり 0.5 元，治安費は 1















































すべてモンゴル族である。「改革・開放」当時，草地が 1,391 ヘクタール，耕地が 199 ヘ
クタール，林地が 101 ヘクタールで，その他は砂漠，放牧可能地，荒地などが混在する
土地であった。ガチャーの総土地面積は 2 万 8,000 ヘクタールである。 





















































































には 2 万ヘクタールであったが，2007 年には 26 万 7,000 ヘクタールに増えた。荒地と

























それでは，現在の林地面積 692 ヘクタールのうち，「退耕還林」面積 137 ヘクタール






苗木などを 3 戸に贈与して，借金の返済に充てた。 










                                                   
37 注 35 と同じ性格の農家である。 









第 2 節 「半農半牧畜業」の転換 
 






表 7-1 に示したように，1990 年代以降，徐々にトウモロコシの生産が増加したが，
2000 年代前半まで大きな変化はなかった。1994 年に大きな水害があったため，その影













2005 年の粗収益が激増しており，2003 年の 58 万 3,264 元の約 4.2 倍の 245 万 2,542 元
となった。聞き取り調査によれば，この年からようやく農業経営が黒字経営に転じたよ











トウモロコシ 春小麦 粟 コウリャン 大豆 蕎麦 キビ その他 トウゴマ
67 5 14 20 32 17 17 芋　　　10 27
2,250 900 1,125 1,050 1,125 750 750 7,500 450
91 10 23 20 34 17 17 芋　　　20 80
3,000 1,125 1,125 1,125 1,125 750 750 7,500 450
200 0 15 15 15 34 7 緑豆　6.7 0
3,750 0 1,500 1,500 1,125 1,125 1,125 2,250 0
254 7 20 20 40 27 20 芋　　　14 27
2,250 1,500 1,500 2,250 1,125 1,125 1,125 7,500 450
280 15 30 40 40 0 40 緑豆　15 0
3,375 1,350 1,605 2,250 1,200 0 1,125 2,400 0
300 0 20 30 60 50 15 緑豆　18 0
4,395 0 1,575 2,325 1,275 1,200 1,125 2,625 0
645 0 0 0 0 0 0 0 0
5,250 0 0 0 0 0 0 0 0
645 0 0 0 0 0 0 0 0







































1985年 329 110 310.6 34,166 32,400 66,566 30,000 0 36,566
1990年 546 327 397.6 130,015 97,200 227,215 76,000 0 151,215
1995年 873 654 987.6 645,890 0 645,890 160,000 110,000 375,890
2000年 860 641 801.4 513,697 32,400 546,097 173,000 174,300 198,797
2002年 1,232 1,013 836.4 847,273 0 847,273 181,000 350,600 315,673
2003年 1,620 1,401 943.8 1,322,264 0 1,322,264 189,000 550,000 583,264
2005年 3,386 3,167 1,026.0 3,249,342 0 3,249,342 0 796,800 2,452,542
2010年 4,354 4,135 1,773.6 7,333,836 0 7,333,836 0 2,749,175 4,584,661
表7-2　農作物販売収入と所得
注1：ガチャー委員会での聞き取りによれば，調査ガチャーの1人1日当たり食糧消費は600g。これを1年間に直すと
       219kg。ガチャーの常住人口は約1,000人であるから，ガチャーの1年間の食糧消費は約219t。毎年の食糧生産量か
       ら219tを引いた残りを食糧余剰と見なした（調査ガチャーでは穀物そのものを家畜の飼料にすることはほとんどな
       い）。調査ガチャーの販売食糧はトウモロコシのみであるから，余剰量にトウモロコシ価格をかければ食糧販売収入












1985 年頃は，1,391 ヘクタールの草地に大家畜が約 900 頭，小家畜が約 400 頭放牧さ






















                                                   
39 通年放牧を禁止し，半年放牧を可能とし，畜舎で飼育すること。 
牛 馬 羊 山羊
1985年 761 166 243 159
1990年 771 171 291 106
1995年 597 237 304 321
2000年 661 282 335 270
2002年 670 280 350 280
2003年 700 279 900 450
2005年 741 275 1098 500
2007年 789 50 900 400




















例えば，家族数が 4 人，労働力が 2 人と仮定すると，耕地面積が 0.6×4＝2.4 ヘクター






























出および収入の比較状況を表 7-4 で示した。 
小豆は 2000 年に，1 ヘクタール当たりの生産量が低く 1,125 ㌔であり，費用が 150 元
であり，収益が 2,100 元であった。一方，トウモロコシは，1 ヘクタール当たりの生産
量が 5,250 ㌔であり，価格は 0.8 元/㌔で小豆の 2 元/㌔より低いものの，生産量が多いた





























1,125 2.00 150 1,500 2,100 2000年 400 250 400 150
1,275 5.00 375 1,350 6,000 2005年 700 376 400 324
1,500 4.20 525 1,050 5,775 2010年 1,200 600 400 600
5,250 0.80 555 1,500 3,645 2000年 2,500 1,168 480 1,332
6,750 1.03 1,920 1,200 5,033 2005年 4,000 1,500 480 2,500





      の販売は2～3歳の間であるが，2.5歳と仮定した。子羊も同じように自家で生産していると想定してい
      る。
注4：家畜に対する労働時間とは，年間に必要とされる最低限の投入労働時間である。例えば，牛を3歳で
      売る場合，労働時間が1,440時間になる。羊を2.5歳で売る場合，労働時間が1,000時間になる。一方，




















調査ガチャーの 2012 年の総耕地面積が約 700 ヘクタールである。そのうち一等地が
250 ヘクタール，二等地が 300 ヘクタール，三等地が 150 ヘクタールであり，その比率
は 2.5:3:1.5 である。従って，一人当たりの分配耕地面積も同じ比率になる。すなわち，
一人当たりの一等地が 0.25 ヘクタールで，二等地が 0.3 ヘクタール，三等地が 0.15 ヘ
クタールになり，合わせると 0.7 ヘクタールになる。 
調査ガチャーにおける一等地というのは，トウモロコシを基準に 1 ヘクタール当たり
の平均生産量が 7,500～9,000 ㌔の土地である。二等地というのは，1 ヘクタール当たり
の平均生産量が 6,000～7,500 ㌔の土地である。三等地はそれ以下の土地であるが，1 ヘ






















年の 1 ヘクタール当たり 1,125 ㌔から 2005 年には 1,275 ㌔に，トウモロコシは同じく
5,250 ㌔から 6,750 ㌔に増加している。価格もそれぞれ 2 元から 5 元，0.8 元から 1.03 元











年の 5 元から 2010 年の 4.2 元に低下する一方，トウモロコシの価格は 1.03 元から 1.77
元まで大幅に上昇している。従って，収益もトウモロコシの方が小豆の 5,775 元より
3,660 元も多い 9,435 元となっている。他方，労働時間においては，小豆の 1,050 時間よ




























































第 1 節 結論 
 
本研究では，ホルチン左翼後旗の事例分析から，近現代東部内モンゴルにおける，次
























































































循環型の新しい農業発展モデル（図 8-1 参照）の形成が必要であると考えられる。 
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